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「
京
都
議
定
書
目
標
達
成
計
画
の
改
定
」�

　
第
一
種
フ
ロ
ン
回
収
業
者
登
録
の
有
効
期
限
は

５
年
間
で
す
。�

　
登
録
時
の
通
知
書
に
記
載
さ
れ
て
い
る
満
了

日
ま
で
に
登
録
更
新
手
続
き
を
お
忘
れ
に
な
ら

な
い
よ
う
に
ご
注
意
く
だ
さ
い
。�

　
な
お
更
新
申
請
は
、
登
録
が
満
了
す
る
日
の

３
ヶ
月
前
か
ら
受
付
を
し
て
い
ま
す
。�

�

◇
更
新
申
請
先�

初
回
に
登
録
申
請
を
行
っ
た
県
民
局
環
境
課
で

更
新
申
請
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。�

�

◇
更
新
手
数
料�

４
，０
０
０
円
分
の
兵
庫
県
収
入
証
紙�

�

◇
登
録
通
知�

登
録
更
新
通
知
書
の
配
達
記
録
郵
便
を
希
望

さ
れ
る
方
は
、
申
請
時
に
宛
先
を
記
載
し
た
封

筒
及
び
郵
便
切
手
を
ご
持
参
下
さ
い
。�

�

◇
そ
の
他�

申
請
書
類
一
式
は
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
ダ
ウ
ン
ロ

ー
ド
で
き
ま
す
。�

（h
ttp

://sin
sei.p

ref.h
y
og

o.jp
/d

ow
n
load

/�

form
.p
h
p
?ID

=
1504

）�

�

　
第
一
種
フ
ロ
ン
類
（
業
務
用
冷
凍
空
調
機
器
）

を
取
り
扱
う
会
員
を
対
象
と
し
た
技
術
講
習
会

を
次
の
と
お
り
開
催
す
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。�

　
な
お
、
本
講
習
会
の
受
講
は
、
兵
庫
県
で
「
第

一
種
フ
ロ
ン
類
回
収
業
者
登
録
」
の
申
請
を
行
う

際
に
必
要
と
な
る
条
件
「
フ
ロ
ン
類
及
び
フ
ロ
ン

類
の
回
収
方
法
に
十
分
な
知
見
を
有
す
る
こ
と
」

を
満
た
す
資
格
と
し
て
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
の
で
、

是
非
と
も
ご
参
加
下
さ
い
。（
受
講
者
に
は
後
日

受
講
修
了
証
を
お
渡
し
し
ま
す
。）�

�

（1） 

開
催
日
時
及
び
会
場�

　
① 

神
戸
地
域�

　
　
　
日
程 

平
成
20
年
10
月
28
日
（
火
）�

　
　
　
会
場 

三
宮
国
際
ビ
ル 

２
階
会
議
室�

 

　
　
　
　
　（
神
戸
市
中
央
区
浜
辺
通
2-

1-

3
0
）�

　
② 

姫
路
地
域�

　
　
　
日
程 

平
成
20
年
12
月
11
日
（
木
）�

　
　
　
会
場 

姫
路
商
工
会
議
所 

６
階 

6
0
2
会
議
室�

　
　
　
　
　
（
姫
路
市
下
寺
町
４
３
）�

　
③ 

阪
神
地
域�

　
　
　
日
程 

平
成
21
年
２
月
13
日
（
金
）�

　
　
　
会
場 

尼
崎
リ
サ
ー
チ
イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー 

　
　
　
　
　
　
　
２
階 

研
修
室
３�

　
　
　
　
　
（
尼
崎
市
道
意
町
7-

1-

3
）�

　
　
※  

い
ず
れ
の
会
場
も
午
前
、
午
後
の
２
回
開
催�

（2） 

定
員(

予
定)�

　
　
　
30
人
／
回 

×
６
回 

＝ 

1
8
0
人�

　
　
※ 

受
付
は
先
着
順
で
す
が
、
希
望
者
多
数
の
場
合
、

　
　
　
　
　追
加
開
催
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。�

（3） 

参
加
資
格
者�

　
　
　
兵
庫
県
フ
ロ
ン
回
収
・
処
理
推
進
協
議
会
会
員�

（4） 

講
習
内
容�

　
　
① 

フ
ロ
ン
回
収
・
破
壊
法
と
改
正
要
点
に
つ
い
て�

　
　
② 

フ
ロ
ン
回
収
・
処
理
技
術
に
つ
い
て�

　
　
　
・
冷
媒
回
収
作
業�

　
　
　
・
冷
媒
回
収
具
体
例�

　
　
　
・
冷
媒
回
収
の
処
理�

　
　
　
・
回
収
機
器
に
よ
る
技
術
講
習�

　
　
　 

（
店
舗
オ
フ
ィ
ス
用
エ
ア
コ
ン
室
外
機
か
ら
回
収
ボ
ン
ベ
へ
の
回
収
）�

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
等�

　
　
※ 

詳
し
く
は
事
務
局
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
下
さ
い
。�

�

　
昨
年
10
月
1
日
よ
り
「
改
正
フ
ロ
ン
回
収
・

破
壊
法
」
が
施
行
さ
れ
、
フ
ロ
ン
回
収
の
書
面
（
行

程
管
理
票
）
に
よ
る
管
理
制
度
（
行
程
管
理
制

度
）
が
義
務
づ
け
ら
れ
ま
し
た
が
、
本
協
議
会

で
は
、
今
年
度
よ
り
、
会
員
の
皆
様
へ
の
サ
ー
ビ

ス
の
充
実
と
的
確
な
法
施
行
の
運
用
・
普
及
を

図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
行
程
管
理
票
を
無

償
で
配
付
（
年
間
20
枚
ま
で
）
し
て
い
ま
す
。�

　
是
非
ご
活
用
下
さ
い
。�

�【
配
付
物
・
部
数
】�

　
・IN

F
R
E
P

作
成
「
フ
ロ
ン
回
収
行
程
管
理
票
」

　
　（
汎
用
版
）�

　
・
１
会
員
に
つ
き
、
年
間
20
枚
ま
で�

【
申
込
方
法
等
】�

　
・
事
務
局
に
電
話
ま
た
は
Ｆ
Ａ
Ｘ
で
申
込
み

　
　
下
さ
い
。�

　
・
受
付
後
、
行
程
管
理
票
を
郵
送
し
ま
す
。�

第
一
種
フ
ロ
ン
類
回
収
業
者
の
皆
さ
ん
へ�

更
新
手
続
き
お
済
み
で
し
ょ
う
か
？�

第
一
種
フ
ロ
ン
類
（
業
務
用
冷
凍
空
調
機
器
）�

　
　
　
　  

回
収
・
処
理
技
術
講
習
会
の
開
催�

フ
ロ
ン
回
収
行
程
管
理
票
を
無
償
で�

配
付
し
て
い
ま
す
。�

　
〈
第
一
種
フ
ロ
ン
類
（
業
務
用
冷
凍
空
調
機
器
）
関
係
〉�

ト
ラ
イ
ア
ン
グ
ル
の
内
容
を
充
実
さ
せ

る
た
め
、
会
員
の
皆
さ
ん
方
か
ら
の
情

報
等
を
お
待
ち
し
て
い
ま
す
！

　
京
都
議
定
書
の
温
室
効
果
ガ
ス
の
６
％
削
減
約

束
と
長
期
的
か
つ
持
続
的
な
排
出
削
減
を
目
的

と
し
て
、
平
成
17
年
４
月
に
閣
議
決
定
さ
れ
た

「
京
都
議
定
書
目
標
達
成
計
画
」
が
、
平
成
20
年

３
月
に
全
部
改
定
さ
れ
ま
し
た
。�

　
京
都
議
定
書
に
お
い
て
は
、
二
酸
化
炭
素
や
メ

タ
ン
、
一
酸
化
二
窒
素
と
並
ん
で
代
替
フ
ロ
ン
等
３

ガ
ス
（
Ｈ
Ｆ
Ｃ
、
Ｐ
Ｆ
Ｃ
、
Ｓ
Ｆ
６
）
に
つ
い
て
も
排

出
削
減
の
対
象
と
な
っ
て
い
ま
す
の
で
、
今
回
の
特

集
で
は
、
改
定
さ
れ
た
計
画
の
う
ち
、
特
に
代
替

フ
ロ
ン
類
等
３
ガ
ス
に
関
す
る
部
分
に
つ
い
て
抜
粋

し
、
掲
載
さ
せ
て
い
た
だ
く
こ
と
と
し
ま
す
。�

�

京
都
議
定
書
目
標
達
成
計
画�

　
　
　
　
平
成
20
年
３
月
28
日
　
全
部
改
定�

　
　
　
　
　（
代
替
フ
ロ
ン
等
３
ガ
ス
関
係
部
分
の
抜
粋
）�

�

第
２
章 

温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
抑
制
・
吸
収
の

　
　
　  

量
に
関
す
る
目
標�

�

　
第
１
節 

我
が
国
の
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
状
況�

�

　
我
が
国
の
温
室
効
果
ガ
ス
全
体
の
基
準
年
排
出

量
（
以
下
「
基
準
年
総
排
出
量
」
と
い
う
。
） 

は
12
億
6,
1
0
0
万
t-

C
O
2

で
あ
り
、
６
％

削
減
約
束
を
達
成
す
る
た
め
に
は
、
第
１
約
束
期

間
に
お
け
る
年
平
均
総
排
出
量
を
年
間
11
億

8,
6
0
0
万
t-

C
O
2

に
削
減
す
る
こ
と
が
必

要
で
あ
る
。 �

　
一
方
、
2
0
0
5
年
度
の
我
が
国
の
温
室
効
果

ガ
ス
の
総
排
出
量
は
13
億
5,
9
0
0
万
t-

C
O
2

、

基
準
年
比
で
7.7
％
の
増
加
と
な
っ
て
お
り
、
削
減

約
束
と
の
差
は
13.
7
％
と
広
が
っ
て
い
る
。�

　
こ
れ
は
、
メ
タ
ン
、
一
酸
化
二
窒
素
、
代
替
フ
ロ

ン
等
３
ガ
ス
に
つ
い
て
は
削
減
が
進
ん
で
い
る
も
の
の
、

我
が
国
の
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
量
の
９
割
程
度

を
占
め
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
二
酸
化
炭
素
の
排
出

量
が
大
幅
に
増
大
し
た
（
2
0
0
5
年
度
で
基

準
年
総
排
出
量
比
11.
3
％
増
加
）
こ
と
が
主
な

原
因
で
あ
る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
二
酸
化
炭
素
の

排
出
量
が
増
え
た
背
景
と
し
て
は
、
2
0
0
2

年
後
半
の
原
子
力
発
電
の
停
止
以
降
の
設
備
利

用
率
の
低
迷
と
い
っ
た
特
殊
な
要
因
や
、
中
国
の

景
気
拡
大
、
産
業
構
造
の
転
換
、
オ
フ
ィ
ス
ビ
ル

等
の
床
面
積
の
増
大
、
パ
ソ
コ
ン
や
家
電
等
の
保

有
台
数
の
増
加
等
を
背
景
と
し
た
オ
フ
ィ
ス
や
家

庭
に
お
け
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
の
増
大
等
を
背

景
に
、
二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
約
４
割
を
占
め
る

産
業
部
門
か
ら
の
排
出
量
は
ほ
ぼ
横
ば
い
傾
向
、

約
２
割
を
占
め
る
運
輸
部
門

か

ら

の

排

出

量

は

1
9
9
0
年
度
比
で
約
２

割
増
大
し
て
い
る
が
、
近
年

低
下
傾
向
に
あ
る
一
方
、
約

２
割
を
占
め
る
業
務
そ
の
他

部
門
、
約
１
割
を
占
め
る
家

庭
部
門
か
ら
の
排
出
量
は
大

幅
に
増
大
し
た
こ
と
が
挙
げ

ら
れ
る
。�

�

　
第
２
節 

温
室
効
果
ガ
ス
別

そ
の
他
の
区
分
ご
と
の
目
標�

�
　
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
抑

制
・
吸
収
の
量
に
関
す
る
目

標
を
以
下
の
よ
う
に
設
定
す

る
。�

 �１
．温
室
効
果
ガ
ス�

　
京
都
議
定
書
で
は
、
排
出

の
抑
制
及
び
削
減
に
関
す
る
数
量
化
さ
れ
た
約
束
の

対
象
と
な
る
温
室
効
果
ガ
ス
を
二
酸
化
炭
素（
C
O
2

） 

、
メ
タ
ン
（
Ｃ
Ｈ
４
） 

、
一
酸
化
二
窒
素
（
Ｎ
２
Ｏ
）、

ハ
イ
ド
ロ
フ
ル
オ
ロ
カ
ー
ボ
ン
（
Ｈ
Ｆ
Ｃ
）、
パ
ー
フ
ル

オ
ロ
カ
ー
ボ
ン（
Ｐ
Ｆ
Ｃ
）、
六
ふ
っ
化
硫
黄
（
Ｓ
Ｆ
６
）

と
し
て
い
る
。
本
計
画
に
お
い
て
は
、
温
室
効
果

ガ
ス
別
に
以
下
の
と
お
り
第
１
約
束
期
間
に
お
け

る
排
出
抑
制
に
関
す
る
目
標
を
設
定
す
る
。 �

　
な
お
、
以
下
の
温
室
効
果
ガ
ス
別
の
目
標
は
、

基
本
的
に
は
、
合
理
性
・
透
明
性
を
も
っ
て
見
通

し
た
活
動
量
と
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
効
率
や
代
替

フ
ロ
ン
排
出
原
単
位
等
の
原
単
位
の
改
善
効
果
を

踏
ま
え
て
、
本
計
画
の
実
施
に
よ
り
排
出
抑
制
が

図
ら
れ
る
水
準
と
し
て
定
め
た
も
の
で
あ
る
。�

��

県民・事業者・行政が一体となって�

～県民・事業者・行政が一体となって～�

No.43HARDOC

「京都議定書京都議定書目標達成計画の改定標達成計画の改定」�「京都議定書目標達成計画の改定」�

特　集�

トライアングル�（2008.10）第43号�

発行：兵庫県フロン回収・処理推進協議会�
Hyogo Association for Recycling and Destruction Of CFC's（HARDOC）�
〒650-8567　神戸市中央区下山手通5-10-1（兵庫県庁大気課内）�
TEL．078-362-3285 ／ FAX．078-362-3966�
URL. http://www.hardoc.org

2008.10

工業プロセス�

家庭�

産業�

運輸�

20％

1％

10％

11％

18％

13％ 8％

4％
6％

35％

3％

廃棄物�

業務�
その他�

エネルギー転換�

うち
間接排出分

うち
　間接排出分

うち間接排出分 うち間接排出分

合計

12億9200万t

我が国の部門別の二酸化炭素排出量（2005年度）�

※間接排出分とは、�
　電気事業者の発電に�
　伴う排出量等を指す。�
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※上記の表は四捨五入の都合上、各欄の合計は一致しない場合がある。�

（注）排出量の目安としては、対策が想定される最大の効果を上げた場合と、想定される最小の�
　　　場合を設けている。当然ながら対策効果が最大となる場合を目指すものであるが、最小の�
　　　場合でも京都議定書の目標を達成できるよう目安を設けている。�

2010 年度の温室効果ガス排出量の目安�

エネルギー起源CO2

2005年度� 2010年度の排出量の目安（注）�基準年�

百万�
t-CO2

百万�
t-CO2

基準年�
総排出量比�

百万�
t-CO2

産業部門�

業務その他部門�

家庭部門�

運輸部門�

エネルギー転換部門�

非エネルギー起源CO2�

CH2�

N2O

HFC�

PFC�

SF6

代替フロン等３ ガス�

温室効果ガス排出量�

1,059�

482�

164�

127�

217�

68�

151�

85�

33�

33�

51�

20�

14�

17

1,261

1,201�

452�

239�

174�

257�

79�

140�

91�

24�

25�

18�

7�

6�

4

1,359

＋11.3%　�

－2.3%�

＋5.9%�

＋3.7%�

＋3.1%�

＋0.9%�

－0.9%　�

＋0.4%�

－0.7%�

－0.6%�

－2.6%　�

－1.0%�

－0.6%�

－1.0%

＋7.7%

1,076～1,089�

424～428�

208～210�

138～141�

240～243�

66�

132�

85�

23�

25�

31�

22�

5�

4

1,239～1,252

＋1.3%～＋2.3%　�

　－4.6％～－4.3％�

＋3.4%～＋3.6%�

＋0.9%～＋1.1%�

＋1.8%～＋2.0%�

－0.1％�

－1.5％　　　�

－0.0％�

－0.9％�

－0.6％�

－1.6％　　　�

＋0.1％�

－0.7％�

－1.0％�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

－1.8％～－0.8％�

非エネルギー起源CO2、CH4、N2O

基準年�
総排出量比�

�

代替フロン等３ガスの排出量及び目標とガス別の目安�

60�

50�

40�

30�

20�

10�

0

排出量�
（百万t-CO2）�

基準年�
（1995年）�

2005年� 2010年�

SF6

PFC

HFC

代替フロン等3ガス�

京都議定書の対象ガスの地球温暖化係数及び主な発生源�

エネルギー起源�
CO2

非エネルギー起源�
CO2

メタン�
（CH4）�

一酸化二窒素�
（N2O）�

ハイドロフルオロカー
ボン類（HFC）�

パーフルオロカーボ�
ン類（PFC）�

六ふっ化硫黄�
（SF6）�

1

1

21

310

1,300�
（HFC-134a）�

6,500�
（PFC-14）�

23,900

　燃料の燃焼により発生。灯油やガス等の直接消費
はもとより、化石燃料により得られた電気等を含む場合
には、それらの消費も間接的な排出につながる。�

　工業過程における石灰石の消費や、廃棄物の焼却
処理等において発生。�

　水田や廃棄物最終処分場における有機物の嫌気
性発酵等において発生。�

　一部の化学製品原料製造の過程、農用地の土壌
や家畜排せつ物の管理等において発生。�

　冷凍機器・空調機器の冷媒、断熱材等の発泡剤等
に使用。�

　半導体の製造工程等において使用。�

　マグネシウム溶解時におけるカバーガス、半導体等
の製造工程や電気絶縁ガス等に使用。�

地球温暖化係数� 主な発生源�

○産業界の計画的な取組の促進�
○代替物質の開発等及び代替製品の利用の促進�

○冷媒として機器に充填されたＨＦＣの法律に基づく回収等�

具体的�
な対策�

産業界�
の計画�
的な取�
組の促�
進�

エアゾー�
ル等の
ノンフロ
ン化�

ＳＦ6フリー
マグネシウ
ム合金技
術の開発・
普及�

液体PFC 
等の代替�
化と適正
処理�

冷媒と
して機
器に充
填され
たＨＦＣ
の法律
に基づ
く回収
等�

【自動車廃棄時のカーエアコンからのHFC回収見込量】�
　2010年度において117万t-CO2�

【業務用冷凍空調機器の冷媒の回収率】�
　2010年度において60%�

【家電製品からのHFC の回収見込量】�
　2010年度において8.7万t-CO2

代替フロン等３ガス製造事業者：�
代替物質等の開発�

代替フロン等３ガス使用製品製造事業者：�
代替製品の開発、販売、消費者への情報提
供�

代替フロン等３ガス使用製品等使用事業者、
消費者：�
代替製品の選択�

マグネシウム合金製造事業者：�
ＳＦ6を用いないマグネシウム合金技術の開発・�
普及�

マグネシウム使用事業者（自動車部品、電子・�
電気機器製造事業者等）：�
ＳＦ6を使わない技術で製造されたマグネシウ
ム合金の使用�

液体PFC使用機器所有者：代替製品の利用、
液体PFC等使用機器廃棄時の適正処理
使用�

国民：�
フロン類の確実な回収及び破壊への協力�

・法律の適切な実施・運用�
�
・普及啓発�

・法律の適切な実�
施・運用�
�
・普及啓発�

代
替
物
質
の
開
発
等
及
び
代
替
製
品
の
利
用
の
促
進�

発
泡
・
断
熱
材
の
ノ
ン
フ
ロ
ン
化�

2008�

2009�

2010�

2011�

2012

2008�

2009�

2010�

2011�

2012

2008�
2009�
2010�
2011�
2012

1,857�
1,900�
1,948�
1,998�
2,050

2008�
2009�
2010�
2011�
2012

142�
160�
180�
180�
180

2008�
2009�
2010�
2011�
2012

239�
229�
220�
220�
220

2008�
2009�
2010�
2011�
2012

0�
0�
0�
0�
0

2008�
2009�
2010�
2011�
2012

104�
97�
90�
90�
90

2008�
2009�
2010�
2011�
2012

0�
0�
0�
0�
0

2008�
2009�
2010�
2011�
2012

2008�

2009�

2010�

2011�

2012

0�

3�

3�

3�

3

2008�

2009�

2010�

2011�

2012

約363�

約444�

約526�

約604�

約681

2010 約6,440

2009 約6,400

2008 約6,410

（万t-CO2）�

（万t-CO2）�

（万t-CO2）�

2011 約6,410

2012 約6,380

39�
40�
9�
9�
9

対策評価指標�
（2008～2012年度見込み）� 各主体ごとの対策� 国の施策�

対策効果�

排出削減見込量�排出削減見込量の積算�
時に見込んだ前提※�

地方公共団体が�
実施することが�
期待される施策例�

自主行動計画において各業界団体が掲げた目標・�
見通しの達成�

自主行動計画策定団体（8業種22団体）：�
自主行動計画の遵守�

・産業構造審議会化学・バ
イオ部会地球温暖化防止
対策小委員会における評価・
検証の実施�

・代替フロン等３ガス排出
抑制に資する設備導入へ
の補助　等�

・代替物質等の技術開発等
支援�
�
・グリーン購入法に基づく率
先導入の推進�
�
・代替製品に係る普及啓発�
＜発泡・断熱材の場合＞�
・日本工業規格におけるノン
フロン断熱材規格の追加�
（平成18年度）�
・公共建築工事標準仕様書
等におけるノンフロン断熱材
使用の規定化（平成18年度）�
・エコ住宅普及促進事業や
住宅の省エネ改修促進税
制によるノンフロン断熱材の
使用促進�

・ＳＦ6を保護ガスとして用いな
いマグネシウム合金技術の
開発に対する支援�

・液体PFC等の使用・排出
実態の調査、適正に破壊す
るための処理技術の確立
支援�

・事業者の取組の�
支援�

・代替製品の調達
促進�
�
・代替製品に係る
普及啓発�
�
・グリーン購入法に
基づく率先導入の
推進�

補助による追加回収
処理分（破壊炉の導
入によるPFC及び
SF6の破壊）として約
120万t-CO2の削減
（2008～2012年平均）
を見込む�

・適正に廃棄される液�
体PFC 等の量�
＜約3.7 トン(2010年)＞�
・液体PFC 等の地球温�
暖化係数�
＜7,400(PFC-51-14)＞�

・事業者の取組の
支援�

エアゾール製品のHFC 出荷量（t）�

ウレタンフォームのHFC-134a 使用見込量（t）�

MDI 用途のHFC 使用見込量（t）�

押出発泡ポリスチレンのHFC 使用見込量（t）�

高発泡ポリエチレンのHFC 使用見込量（t）�

フェノールフォームのHFC 使用見込量（t）�

ＳＦ６ガス使用見込量（t）�

代替フロン等３ガスに関する対策・施策の一覧�

　
1
9
9
8
年
２
月
の
「
産
業
界
に
よ
る
Ｈ
Ｆ
Ｃ

等
の
排
出
抑
制
対
策
に
係
る
指
針
」（
通
商
産
業

省
告
示
）
を
受
け
て
、
現
在
ま
で
に
８
分
野
22
団

体
に
よ
る
行
動
計
画
を
策
定
済
み
で
あ
る
。
今
後

と
も
引
き
続
き
、
産
業
構
造
審
議
会
に
お
い
て
、

産
業
界
の
行
動
計
画
の
進
捗
状
況
の
評
価
・
検

証
を
行
う
と
と
も
に
、
行
動
計
画
の
透
明
性
・

信
頼
性
の
向
上
及
び
目
標
達
成
の
確
実
性
の
向

上
を
図
る
。�

　
ま
た
、
排
出
抑
制
に
資
す
る
設
備
導
入
補
助

な
ど
事
業
者
の
排
出
抑
制
取
組
を
支
援
す
る
措

置
を
講
ず
る
と
と
も
に
、
行
動
計
画
の
未
策
定

業
種
に
対
し
、
策
定
・
公
表
を
促
す
。�

○ 

産
業
界
の
計
画
的
な
取
組
の
推
進�

　
（５） 

代
替
フ
ロ
ン
等
３
ガ
ス�

　
代
替
フ
ロ
ン
等
３
ガ
ス
（
Ｈ
Ｆ
Ｃ､

Ｐ
Ｆ
Ｃ､

Ｓ

Ｆ
６

）
に
つ
い
て
は
、
基
準
年
（
1
9
9
5
年
）

の
水
準
か
ら
基
準
年
総
排
出
量
比
で
▲
1.6
％
の
水

準
（
約
3,
1
0
0
万
t-

C
O
2

）

 

に
す
る
こ
と
を

目
標
と
す
る
。 �

　
な
お
、
こ
れ
ら
代
替
フ
ロ
ン
等
３
ガ
ス
に
つ
い
て

は
業
種
に
よ
り
ガ
ス
間
の
互
換
性
の
あ
る
使
用
形

態
が
あ
り
、
対
策
・
施
策
は
３
ガ
ス
全
体
に
わ
た

り
実
施
さ
れ
る
場
合
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
技
術
・

市
場
状
況
等
に
応
じ
て
社
会
的
コ
ス
ト
を
最
小
に

し
つ
つ
最
大
の
効
果
が
得
ら
れ
る
よ
う
対
策
・
施

策
を
組
み
合
わ
せ
る
こ
と
が
適
切
で
あ
る
。
こ
の

た
め
、
ガ
ス
別
に
示
し
た
数
値
は
、
現
時
点
に
お

け
る
技
術
・
市
場
状
況
等
を
前
提
と
し
た
上
で
、

代
替
フ
ロ
ン
等
３
ガ
ス
全
体
で
の
「
▲
1.6
％
」
と
い

う
目
標
を
よ
り
着
実
に
達
成
す
る
た
め
の
内
訳
と

し
て
の
目
安
と
し
て
示
さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
今

後
、
状
況
の
変
化
に
応
じ
変
動
が
生
じ
得
る
こ
と

に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。�

�

第
３
章 

目
標
達
成
の
た
め
の
対
策
と
施
策�

�

　
第
２
節 

地
球
温
暖
化
対
策
及
び
施
策�

� 

１
．温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
削
減
、
吸
収
等
に
関

　
　
す
る
対
策
・
施
策�

� 

（１） 

温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
削
減
対
策
・
施
策�

�

 

④ 

代
替
フ
ロ
ン
等
３
ガ
ス
（
Ｈ
Ｆ
Ｃ
、
Ｐ
Ｆ
Ｃ
、　

　
　
Ｓ
Ｆ
６
）�

　
代
替
フ
ロ
ン
等
３
ガ
ス
は
、
温
室
効
果
ガ
ス
排

出
量
全
体
に
占
め
る
割
合
は
約
1.3
％ 

（
2
0
0
5

年
度
二
酸
化
炭
素
換
算
）
で
あ
る
。
モ
ン
ト
リ
オ

ー
ル
議
定
書
に
基
づ
き
生
産
・
消
費
の
削
減
が
進

め
ら
れ
て
い
る
オ
ゾ
ン
層
破
壊
物
質
（
Ｃ
Ｆ
Ｃ
、
Ｈ

Ｃ
Ｆ
Ｃ
は
京
都
議
定
書
の
対
象
外
だ
が
、
強
力
な

温
室
効
果
を
持
つ
ガ
ス
で
も
あ
る
。）
か
ら
の
代
替

が
進
む
こ
と
に
よ
り
Ｈ
Ｆ
Ｃ
の
排
出
量
が
増
加
す

る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
こ
と
等
い
く
つ
か
の
排
出
量

の
増
加
要
因
も
あ
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
増
加
を
抑

制
す
る
。�

�

③ 

フ
ロ
ン
類
の
引
渡
し
を
再
委
託
す
る
場
合�

　
代
替
フ
ロ
ン
等
３
ガ
ス
の
新
規
代
替
物
質
、
代

替
技
術
・
製
品
及
び
回
収
・
破
壊
技
術
の
利
用

促
進
を
図
る
。�

　
こ
の
た
め
、
新
規
代
替
物
質
、
代
替
技
術
の
研

究
開
発
を
行
う
。
ま
た
、
安
全
性
、
経
済
性
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
等
を
勘
案
し
つ
つ
、
代
替
物
質

を
使
用
し
た
技
術
・
製
品
や
、
代
替
フ
ロ
ン
等
３

ガ
ス
を
使
用
し
て
い
る
製
品
の
う
ち
地
球
温
暖
化

へ
の
影
響
が
よ
り
小
さ
い
も
の
に
関
す
る
情
報
提

供
及
び
普
及
啓
発
を
行
う
。�

　
特
に
、
建
築
物
・
住
宅
の
省
エ
ネ
性
能
の
向
上

対
策
等
に
伴
い
、
断
熱
材
の
発
泡
剤
と
し
て
使
用

さ
れ
る
Ｈ
Ｆ
Ｃ
の
大
気
中
へ
の
排
出
量
の
増
加
が

見
込
ま
れ
、
こ
れ
を
抑
制
す
る
た
め
発
泡
・
断
熱

材
の
ノ
ン
フ
ロ
ン
化
を
一
層
促
進
す
る
施
策
を
講
ず

る
。
あ
わ
せ
て
、
京
都
議
定
書
の
対
象
外
の
Ｃ
Ｆ

Ｃ
等
を
含
む
廃
棄
断
熱
材
の
適
正
処
理
の
た
め
の

情
報
提
供
も
行
う
。�

　
ま
た
、
マ
グ
ネ
シ
ウ
ム
溶
解
時
に
排
出
さ
れ
る

Ｓ
Ｆ
６
や
、
Ｈ
Ｆ
Ｃ
を
使
用
し
た
エ
ア
ゾ
ー
ル
製
品

の
使
用
に
伴
い
排
出
す
る
Ｈ
Ｆ
Ｃ
の
増
加
が
見
込

ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ
ら
の
分
野
に
お
け
る
代

替
物
質
・
代
替
技
術
の
開
発
を
促
進
し
、
そ
の

普
及
啓
発
を
行
う
。�

　
さ
ら
に
、
液
体
Ｐ
Ｆ
Ｃ
等
の
適
正
処
理
対
策
、

安
全
で
高
効
率
な
自
然
冷
媒
冷
凍
装
置
等
の
ノ
ン

フ
ロ
ン
技
術
の
開
発
や
普
及
等
を
一
層
促
進
す
る
。�

� 
�

�　
特
定
家
庭
用
機
器
再
商
品
化
法
（
平
成
1
0

年
法
律
第
9
7
号
。
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法
）、
特

定
製
品
に
係
る
フ
ロ
ン
類
の
回
収
及
び
破
壊
の
実

施
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
1
3
年
法

律
第
6
4
号
。
フ
ロ
ン
回
収
・
破
壊
法
）
及
び

使
用
済
自
動
車
の
再
資
源
化
等
に
関
す
る
法
律

（
平
成
1
4
年
法
律
第
8
7
号
。
自
動
車
リ
サ

イ
ク
ル
法
）
等
の
法
律
を
引
き
続
き
適
切
に
運
用

す
る
こ
と
に
よ
り
、
冷
媒
分
野
で
の
Ｈ
Ｆ
Ｃ
の
回

収
・
破
壊
の
徹
底
を
図
る
。�

　
ま
た
、
こ
れ
ら
の
機
器
の
う
ち
、
特
に
業
務
用

冷
凍
空
調
機
器
か
ら
の
フ
ロ
ン
回
収
に
つ
い
て
は
、

2
0
0
7
年
1
0
月
か
ら
施
行
さ
れ
た
改
正
フ

ロ
ン
回
収
・
破
壊
法
の
普
及
啓
発
を
行
い
、
回
収

量
の
増
加
を
図
る
。
さ
ら
に
、
現
場
設
置
型
機

器
や
カ
ー
エ
ア
コ
ン
使
用
時
の
冷
媒
漏
洩
対
策
に

向
け
て
実
態
把
握
等
を
進
め
、
必
要
に
応
じ
管

理
体
制
を
強
化
す
る
。�

○ 

代
替
物
質
等
の
開
発
等
及
び
代
替
製
品
の
利
用
の
促
進�

○ 

冷
媒
と
し
て
機
器
に
充
填
て
ん
さ
れ
た
Ｈ
Ｆ
Ｃ�

　
　
の
法
律
に
基
づ
く
回
収
等 

特
　
集�

特
　
集�
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※上記の表は四捨五入の都合上、各欄の合計は一致しない場合がある。�

（注）排出量の目安としては、対策が想定される最大の効果を上げた場合と、想定される最小の�
　　　場合を設けている。当然ながら対策効果が最大となる場合を目指すものであるが、最小の�
　　　場合でも京都議定書の目標を達成できるよう目安を設けている。�

2010 年度の温室効果ガス排出量の目安�

エネルギー起源CO2

2005年度� 2010年度の排出量の目安（注）�基準年�

百万�
t-CO2

百万�
t-CO2

基準年�
総排出量比�

百万�
t-CO2

産業部門�

業務その他部門�

家庭部門�

運輸部門�

エネルギー転換部門�

非エネルギー起源CO2�

CH2�

N2O

HFC�

PFC�

SF6

代替フロン等３ ガス�

温室効果ガス排出量�

1,059�

482�

164�

127�

217�

68�

151�

85�

33�

33�

51�

20�

14�

17

1,261

1,201�

452�

239�

174�

257�

79�

140�

91�

24�

25�

18�

7�

6�

4

1,359

＋11.3%　�

－2.3%�

＋5.9%�

＋3.7%�

＋3.1%�

＋0.9%�

－0.9%　�

＋0.4%�

－0.7%�

－0.6%�

－2.6%　�

－1.0%�

－0.6%�

－1.0%

＋7.7%

1,076～1,089�

424～428�

208～210�

138～141�

240～243�

66�

132�

85�

23�

25�

31�

22�

5�

4

1,239～1,252

＋1.3%～＋2.3%　�

　－4.6％～－4.3％�

＋3.4%～＋3.6%�

＋0.9%～＋1.1%�

＋1.8%～＋2.0%�

－0.1％�

－1.5％　　　�

－0.0％�

－0.9％�

－0.6％�

－1.6％　　　�

＋0.1％�

－0.7％�

－1.0％�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

－1.8％～－0.8％�

非エネルギー起源CO2、CH4、N2O

基準年�
総排出量比�

�

代替フロン等３ガスの排出量及び目標とガス別の目安�

60�

50�

40�

30�

20�

10�

0

排出量�
（百万t-CO2）�

基準年�
（1995年）�

2005年� 2010年�

SF6

PFC

HFC

代替フロン等3ガス�

京都議定書の対象ガスの地球温暖化係数及び主な発生源�

エネルギー起源�
CO2

非エネルギー起源�
CO2

メタン�
（CH4）�

一酸化二窒素�
（N2O）�

ハイドロフルオロカー
ボン類（HFC）�

パーフルオロカーボ�
ン類（PFC）�

六ふっ化硫黄�
（SF6）�

1

1

21

310

1,300�
（HFC-134a）�

6,500�
（PFC-14）�

23,900

　燃料の燃焼により発生。灯油やガス等の直接消費
はもとより、化石燃料により得られた電気等を含む場合
には、それらの消費も間接的な排出につながる。�

　工業過程における石灰石の消費や、廃棄物の焼却
処理等において発生。�

　水田や廃棄物最終処分場における有機物の嫌気
性発酵等において発生。�

　一部の化学製品原料製造の過程、農用地の土壌
や家畜排せつ物の管理等において発生。�

　冷凍機器・空調機器の冷媒、断熱材等の発泡剤等
に使用。�

　半導体の製造工程等において使用。�

　マグネシウム溶解時におけるカバーガス、半導体等
の製造工程や電気絶縁ガス等に使用。�

地球温暖化係数� 主な発生源�

○産業界の計画的な取組の促進�
○代替物質の開発等及び代替製品の利用の促進�

○冷媒として機器に充填されたＨＦＣの法律に基づく回収等�

具体的�
な対策�

産業界�
の計画�
的な取�
組の促�
進�

エアゾー�
ル等の
ノンフロ
ン化�

ＳＦ6フリー
マグネシウ
ム合金技
術の開発・
普及�

液体PFC 
等の代替�
化と適正
処理�

冷媒と
して機
器に充
填され
たＨＦＣ
の法律
に基づ
く回収
等�

【自動車廃棄時のカーエアコンからのHFC回収見込量】�
　2010年度において117万t-CO2�

【業務用冷凍空調機器の冷媒の回収率】�
　2010年度において60%�

【家電製品からのHFC の回収見込量】�
　2010年度において8.7万t-CO2

代替フロン等３ガス製造事業者：�
代替物質等の開発�

代替フロン等３ガス使用製品製造事業者：�
代替製品の開発、販売、消費者への情報提
供�

代替フロン等３ガス使用製品等使用事業者、
消費者：�
代替製品の選択�

マグネシウム合金製造事業者：�
ＳＦ6を用いないマグネシウム合金技術の開発・�
普及�

マグネシウム使用事業者（自動車部品、電子・�
電気機器製造事業者等）：�
ＳＦ6を使わない技術で製造されたマグネシウ
ム合金の使用�

液体PFC使用機器所有者：代替製品の利用、
液体PFC等使用機器廃棄時の適正処理
使用�

国民：�
フロン類の確実な回収及び破壊への協力�

・法律の適切な実施・運用�
�
・普及啓発�

・法律の適切な実�
施・運用�
�
・普及啓発�

代
替
物
質
の
開
発
等
及
び
代
替
製
品
の
利
用
の
促
進�

発
泡
・
断
熱
材
の
ノ
ン
フ
ロ
ン
化�

2008�

2009�

2010�

2011�

2012

2008�

2009�

2010�

2011�

2012

2008�
2009�
2010�
2011�
2012

1,857�
1,900�
1,948�
1,998�
2,050

2008�
2009�
2010�
2011�
2012

142�
160�
180�
180�
180

2008�
2009�
2010�
2011�
2012

239�
229�
220�
220�
220

2008�
2009�
2010�
2011�
2012

0�
0�
0�
0�
0

2008�
2009�
2010�
2011�
2012

104�
97�
90�
90�
90

2008�
2009�
2010�
2011�
2012

0�
0�
0�
0�
0

2008�
2009�
2010�
2011�
2012

2008�

2009�

2010�

2011�

2012

0�

3�

3�

3�

3

2008�

2009�

2010�

2011�

2012

約363�

約444�

約526�

約604�

約681

2010 約6,440

2009 約6,400

2008 約6,410

（万t-CO2）�

（万t-CO2）�

（万t-CO2）�

2011 約6,410

2012 約6,380

39�
40�
9�
9�
9

対策評価指標�
（2008～2012年度見込み）� 各主体ごとの対策� 国の施策�

対策効果�

排出削減見込量�排出削減見込量の積算�
時に見込んだ前提※�

地方公共団体が�
実施することが�
期待される施策例�

自主行動計画において各業界団体が掲げた目標・�
見通しの達成�

自主行動計画策定団体（8業種22団体）：�
自主行動計画の遵守�

・産業構造審議会化学・バ
イオ部会地球温暖化防止
対策小委員会における評価・
検証の実施�

・代替フロン等３ガス排出
抑制に資する設備導入へ
の補助　等�

・代替物質等の技術開発等
支援�
�
・グリーン購入法に基づく率
先導入の推進�
�
・代替製品に係る普及啓発�
＜発泡・断熱材の場合＞�
・日本工業規格におけるノン
フロン断熱材規格の追加�
（平成18年度）�
・公共建築工事標準仕様書
等におけるノンフロン断熱材
使用の規定化（平成18年度）�
・エコ住宅普及促進事業や
住宅の省エネ改修促進税
制によるノンフロン断熱材の
使用促進�

・ＳＦ6を保護ガスとして用いな
いマグネシウム合金技術の
開発に対する支援�

・液体PFC等の使用・排出
実態の調査、適正に破壊す
るための処理技術の確立
支援�

・事業者の取組の�
支援�

・代替製品の調達
促進�
�
・代替製品に係る
普及啓発�
�
・グリーン購入法に
基づく率先導入の
推進�

補助による追加回収
処理分（破壊炉の導
入によるPFC及び
SF6の破壊）として約
120万t-CO2の削減
（2008～2012年平均）
を見込む�

・適正に廃棄される液�
体PFC 等の量�
＜約3.7 トン(2010年)＞�
・液体PFC 等の地球温�
暖化係数�
＜7,400(PFC-51-14)＞�

・事業者の取組の
支援�

エアゾール製品のHFC 出荷量（t）�

ウレタンフォームのHFC-134a 使用見込量（t）�

MDI 用途のHFC 使用見込量（t）�

押出発泡ポリスチレンのHFC 使用見込量（t）�

高発泡ポリエチレンのHFC 使用見込量（t）�

フェノールフォームのHFC 使用見込量（t）�

ＳＦ６ガス使用見込量（t）�

代替フロン等３ガスに関する対策・施策の一覧�

　
1
9
9
8
年
２
月
の
「
産
業
界
に
よ
る
Ｈ
Ｆ
Ｃ

等
の
排
出
抑
制
対
策
に
係
る
指
針
」（
通
商
産
業

省
告
示
）
を
受
け
て
、
現
在
ま
で
に
８
分
野
22
団

体
に
よ
る
行
動
計
画
を
策
定
済
み
で
あ
る
。
今
後

と
も
引
き
続
き
、
産
業
構
造
審
議
会
に
お
い
て
、

産
業
界
の
行
動
計
画
の
進
捗
状
況
の
評
価
・
検

証
を
行
う
と
と
も
に
、
行
動
計
画
の
透
明
性
・

信
頼
性
の
向
上
及
び
目
標
達
成
の
確
実
性
の
向

上
を
図
る
。�

　
ま
た
、
排
出
抑
制
に
資
す
る
設
備
導
入
補
助

な
ど
事
業
者
の
排
出
抑
制
取
組
を
支
援
す
る
措

置
を
講
ず
る
と
と
も
に
、
行
動
計
画
の
未
策
定

業
種
に
対
し
、
策
定
・
公
表
を
促
す
。�

○ 

産
業
界
の
計
画
的
な
取
組
の
推
進�

　
（５） 

代
替
フ
ロ
ン
等
３
ガ
ス�

　
代
替
フ
ロ
ン
等
３
ガ
ス
（
Ｈ
Ｆ
Ｃ､

Ｐ
Ｆ
Ｃ､

Ｓ

Ｆ
６

）
に
つ
い
て
は
、
基
準
年
（
1
9
9
5
年
）

の
水
準
か
ら
基
準
年
総
排
出
量
比
で
▲
1.6
％
の
水

準
（
約
3,
1
0
0
万
t-

C
O
2

）

 

に
す
る
こ
と
を

目
標
と
す
る
。 �

　
な
お
、
こ
れ
ら
代
替
フ
ロ
ン
等
３
ガ
ス
に
つ
い
て

は
業
種
に
よ
り
ガ
ス
間
の
互
換
性
の
あ
る
使
用
形

態
が
あ
り
、
対
策
・
施
策
は
３
ガ
ス
全
体
に
わ
た

り
実
施
さ
れ
る
場
合
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
技
術
・

市
場
状
況
等
に
応
じ
て
社
会
的
コ
ス
ト
を
最
小
に

し
つ
つ
最
大
の
効
果
が
得
ら
れ
る
よ
う
対
策
・
施

策
を
組
み
合
わ
せ
る
こ
と
が
適
切
で
あ
る
。
こ
の

た
め
、
ガ
ス
別
に
示
し
た
数
値
は
、
現
時
点
に
お

け
る
技
術
・
市
場
状
況
等
を
前
提
と
し
た
上
で
、

代
替
フ
ロ
ン
等
３
ガ
ス
全
体
で
の
「
▲
1.6
％
」
と
い

う
目
標
を
よ
り
着
実
に
達
成
す
る
た
め
の
内
訳
と

し
て
の
目
安
と
し
て
示
さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
今

後
、
状
況
の
変
化
に
応
じ
変
動
が
生
じ
得
る
こ
と

に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。�

�

第
３
章 

目
標
達
成
の
た
め
の
対
策
と
施
策�

�

　
第
２
節 

地
球
温
暖
化
対
策
及
び
施
策�

� 

１
．温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
削
減
、
吸
収
等
に
関

　
　
す
る
対
策
・
施
策�

� 

（１） 

温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
削
減
対
策
・
施
策�

�

 

④ 

代
替
フ
ロ
ン
等
３
ガ
ス
（
Ｈ
Ｆ
Ｃ
、
Ｐ
Ｆ
Ｃ
、　

　
　
Ｓ
Ｆ
６
）�

　
代
替
フ
ロ
ン
等
３
ガ
ス
は
、
温
室
効
果
ガ
ス
排

出
量
全
体
に
占
め
る
割
合
は
約
1.3
％ 

（
2
0
0
5

年
度
二
酸
化
炭
素
換
算
）
で
あ
る
。
モ
ン
ト
リ
オ

ー
ル
議
定
書
に
基
づ
き
生
産
・
消
費
の
削
減
が
進

め
ら
れ
て
い
る
オ
ゾ
ン
層
破
壊
物
質
（
Ｃ
Ｆ
Ｃ
、
Ｈ

Ｃ
Ｆ
Ｃ
は
京
都
議
定
書
の
対
象
外
だ
が
、
強
力
な

温
室
効
果
を
持
つ
ガ
ス
で
も
あ
る
。）
か
ら
の
代
替

が
進
む
こ
と
に
よ
り
Ｈ
Ｆ
Ｃ
の
排
出
量
が
増
加
す

る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
こ
と
等
い
く
つ
か
の
排
出
量

の
増
加
要
因
も
あ
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
増
加
を
抑

制
す
る
。�

�

③ 

フ
ロ
ン
類
の
引
渡
し
を
再
委
託
す
る
場
合�

　
代
替
フ
ロ
ン
等
３
ガ
ス
の
新
規
代
替
物
質
、
代

替
技
術
・
製
品
及
び
回
収
・
破
壊
技
術
の
利
用

促
進
を
図
る
。�

　
こ
の
た
め
、
新
規
代
替
物
質
、
代
替
技
術
の
研

究
開
発
を
行
う
。
ま
た
、
安
全
性
、
経
済
性
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
等
を
勘
案
し
つ
つ
、
代
替
物
質

を
使
用
し
た
技
術
・
製
品
や
、
代
替
フ
ロ
ン
等
３

ガ
ス
を
使
用
し
て
い
る
製
品
の
う
ち
地
球
温
暖
化

へ
の
影
響
が
よ
り
小
さ
い
も
の
に
関
す
る
情
報
提

供
及
び
普
及
啓
発
を
行
う
。�

　
特
に
、
建
築
物
・
住
宅
の
省
エ
ネ
性
能
の
向
上

対
策
等
に
伴
い
、
断
熱
材
の
発
泡
剤
と
し
て
使
用

さ
れ
る
Ｈ
Ｆ
Ｃ
の
大
気
中
へ
の
排
出
量
の
増
加
が

見
込
ま
れ
、
こ
れ
を
抑
制
す
る
た
め
発
泡
・
断
熱

材
の
ノ
ン
フ
ロ
ン
化
を
一
層
促
進
す
る
施
策
を
講
ず

る
。
あ
わ
せ
て
、
京
都
議
定
書
の
対
象
外
の
Ｃ
Ｆ

Ｃ
等
を
含
む
廃
棄
断
熱
材
の
適
正
処
理
の
た
め
の

情
報
提
供
も
行
う
。�

　
ま
た
、
マ
グ
ネ
シ
ウ
ム
溶
解
時
に
排
出
さ
れ
る

Ｓ
Ｆ
６
や
、
Ｈ
Ｆ
Ｃ
を
使
用
し
た
エ
ア
ゾ
ー
ル
製
品

の
使
用
に
伴
い
排
出
す
る
Ｈ
Ｆ
Ｃ
の
増
加
が
見
込

ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ
ら
の
分
野
に
お
け
る
代

替
物
質
・
代
替
技
術
の
開
発
を
促
進
し
、
そ
の

普
及
啓
発
を
行
う
。�

　
さ
ら
に
、
液
体
Ｐ
Ｆ
Ｃ
等
の
適
正
処
理
対
策
、

安
全
で
高
効
率
な
自
然
冷
媒
冷
凍
装
置
等
の
ノ
ン

フ
ロ
ン
技
術
の
開
発
や
普
及
等
を
一
層
促
進
す
る
。�

� 
�

�　
特
定
家
庭
用
機
器
再
商
品
化
法
（
平
成
1
0

年
法
律
第
9
7
号
。
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法
）、
特

定
製
品
に
係
る
フ
ロ
ン
類
の
回
収
及
び
破
壊
の
実

施
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
1
3
年
法

律
第
6
4
号
。
フ
ロ
ン
回
収
・
破
壊
法
）
及
び

使
用
済
自
動
車
の
再
資
源
化
等
に
関
す
る
法
律

（
平
成
1
4
年
法
律
第
8
7
号
。
自
動
車
リ
サ

イ
ク
ル
法
）
等
の
法
律
を
引
き
続
き
適
切
に
運
用

す
る
こ
と
に
よ
り
、
冷
媒
分
野
で
の
Ｈ
Ｆ
Ｃ
の
回

収
・
破
壊
の
徹
底
を
図
る
。�

　
ま
た
、
こ
れ
ら
の
機
器
の
う
ち
、
特
に
業
務
用

冷
凍
空
調
機
器
か
ら
の
フ
ロ
ン
回
収
に
つ
い
て
は
、

2
0
0
7
年
1
0
月
か
ら
施
行
さ
れ
た
改
正
フ

ロ
ン
回
収
・
破
壊
法
の
普
及
啓
発
を
行
い
、
回
収

量
の
増
加
を
図
る
。
さ
ら
に
、
現
場
設
置
型
機

器
や
カ
ー
エ
ア
コ
ン
使
用
時
の
冷
媒
漏
洩
対
策
に

向
け
て
実
態
把
握
等
を
進
め
、
必
要
に
応
じ
管

理
体
制
を
強
化
す
る
。�

○ 

代
替
物
質
等
の
開
発
等
及
び
代
替
製
品
の
利
用
の
促
進�

○ 

冷
媒
と
し
て
機
器
に
充
填
て
ん
さ
れ
た
Ｈ
Ｆ
Ｃ�

　
　
の
法
律
に
基
づ
く
回
収
等 

特
　
集�

特
　
集�



5

特
　
集�

　
フ
ロ
ン
回
収
・
破
壊
法
に
基
づ
き
フ
ロ
ン
類

破
壊
業
者
か
ら
報
告
の
あ
っ
た
平
成
19
年
度

に
お
け
る
フ
ロ
ン
類
の
破
壊
量
は
約
３
，

6
1
1
ト
ン
で
あ
り
、
平
成
18
年
度
の
破
壊

量
と
比
較
し
て
約
13
％
の
増
加
と
な
り
ま
し

た
。
フ
ロ
ン
類
の
種
類
別
に
見
る
と
、
Ｃ
Ｆ
Ｃ

（
ク
ロ
フ
ル
オ
ロ
カ
ー
ボ
ン
）
が
約
4
7
9
ト
ン
、

Ｈ
Ｃ
Ｆ
Ｃ
（
ハ
イ
ド
ロ
ク
ロ
ロ
フ
ル
オ
ロ
ロ
カ
ー
ボ

ン
）
が
約
２
，０
９
５
ト
ン
、
Ｈ
Ｆ
Ｃ
（
ハ
イ
ド
ロ

フ
ル
オ
ロ
カ
ー
ボ
ン
）
が
約
１
，０
３
６
ト
ン
で
あ

り
、
モ
ン
ト
リ
オ
ー
ル
議
定
書
に
基
づ
き
平
成

８
年
以
降
生
産
が
全
廃
さ
れ
て
い
る
Ｃ
Ｆ
Ｃ
の

破
壊
量
が
減
少
し
て
い
る
一
方
、
Ｈ
Ｃ
Ｆ
Ｃ
及

び
Ｈ
Ｆ
Ｃ
の
破
壊
量
は
前
年
度
よ
り
増
加
し
て

い
ま
す
。�

��

　
フ
ロ
ン
類
破
壊
業
者
に
引
き
取
ら
れ
た
フ
ロ

ン
類
の
量
を
フ
ロ
ン
回
収
・
破
壊
法
に
よ
る
特

定
製
品
別
に
見
る
と
、
第
一
種
特
定
製
品
（
業

務
用
冷
凍
空
調
機
器
）
か
ら
回
収
し
た
フ
ロ
ン

類
は
約
２
，８
３
４
ト
ン
で
平
成
18
年
度
に
比

べ
て
約
17
％
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。
第
二
種

特
定
製
品
（
カ
ー
エ
ア
コ
ン
）
か
ら
回
収
し
た

フ
ロ
ン
類
※
は
約
８
１
０
ト
ン
で
平
成
18
年
度

と
比
べ
て
約
５
％
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。 �

※ 

カ
ー
エ
ア
コ
ン
か
ら
の
冷
媒
フ
ロ
ン
類
の
回
収

は
、
平
成
17
年
１
月
か
ら
「
使
用
済
自
動
車

の
再
資
源
化
等
に
関
す
る
法
律
」
に
基
づ
い
て

実
施
さ
れ
て
い
ま
す
。�

�（
参
考
）�

　
平
成
14
年
よ
り
施
行
さ
れ
た
フ
ロ
ン
回
収
・

破
壊
法
に
基
づ
き
、
第
一
種
特
定
製
品
（
業
務

用
冷
凍
空
調
機
器
）
と
第
二
種
特
定
製
品
（
カ

ー
エ
ア
コ
ン
）
に
つ
い
て
、
機
器
の
廃
棄
時
の
フ

ロ
ン
類
の
回
収
・
破
壊
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い

ま
す
。
第
二
種
特
定
製
品
（
カ
ー
エ
ア
コ
ン
）

に
つ
い
て
は
、
平
成
17
年
１
月
１
日
に
使
用
済

自
動
車
の
再
資
源
化
等
に
関
す
る
法
律
（
以

下
「
自
動
車
リ
サ
イ
ク
ル
法
」
と
い
う
。） 

が

本
格
施
行
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
こ
の
日
以
降
に

引
取
業
者
に
引
き
渡
さ
れ
た
使
用
済
自
動
車

に
搭
載
さ
れ
て
い
た
も
の
に
つ
い
て
は
自
動
車
リ

サ
イ
ク
ル
法
に
基
づ
い
て
冷
媒
フ
ロ
ン
類
の
回
収

が
行
わ
れ
て
い
ま
す
が
、
自
動
車
リ
サ
イ
ク
ル

法
に
基
づ
い
て
回
収
さ
れ
た
冷
媒
フ
ロ
ン
類
を

含
め
、
破
壊
は
フ
ロ
ン
回
収
・
破
壊
法
に
基
づ

く
フ
ロ
ン
類
破
壊
業
者
に
よ
っ
て
行
わ
れ
て
い
ま
す
。�

　
フ
ロ
ン
回
収
・
破
壊
法
に
お
い
て
は
、
フ
ロ
ン

類
破
壊
業
者
は
毎
年
度
、
年
度
終
了
後
45
日

以
内
に
、
前
年
度
に
破
壊
し
た
量
等
を
主
務

大
臣
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
て

お
り
（ 

第
34
条
第
３
項
）、
ま
た
、
主
務
大
臣

は
、
こ
の
報
告
等
に
関
す
る
情
報
を
整
理
し
て
、

特
定
製
品
に
係
る
フ
ロ
ン
類
の
回
収
及
び
破
壊

の
状
況
等
の
情
報
を
公
表
す
る
も
の
と
さ
れ
て

い
ま
す
（
第
46
条
）。�

�����

フロン回収破壊法に基づく�
平成19年度のフロン類の破壊量の�

集計結果について�

フロン回収破壊法に基づく�
平成19年度のフロン類の破壊量の�

集計結果について�

平成平成20年6月17日に経済産業省及び環境省から日に経済産業省及び環境省から�
平成平成19年度のフロン類の破壊量の集計結果について、年度のフロン類の破壊量の集計結果について、�
報道発表がありました。内容は次のとおりです。報道発表がありました。内容は次のとおりです。�

平成20年6月17日に経済産業省及び環境省から�
平成19年度のフロン類の破壊量の集計結果について、�
報道発表がありました。内容は次のとおりです。�

�

   

「
特
定
製
品
に
係
る
フ
ロ
ン
類
の
回
収
及
び

破
壊
の
実
施
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
」（
以

下
「
フ
ロ
ン
回
収
・
破
壊
法
」
と
い
う
。）
に

基
づ
き
、
フ
ロ
ン
類
破
壊
業
者
か
ら
平
成
19

年
度
分
の
フ
ロ
ン
類
の
破
壊
量
等
が
報
告
さ
れ

ま
し
た
。�

　
こ
れ
を
取
り
ま
と
め
た
と
こ
ろ
、
平
成
19

年
度
の
フ
ロ
ン
類
の
破
壊
量
は
約
３
，6
1
1
ト

ン
で
あ
り
、
平
成
18
年
度
の
破
壊
量
と
比
較

し
て
約
13
％
の
増
加
と
な
っ
て
い
ま
す
。�

� �

１
．破
壊
量
等
の
集
計
結
果�

２
．特
定
製
品
別
の
引
取
量�

概
　
要�

本
　
文�

1,076～1,089�

424～428�

208～210�

138～141�

240～243�
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エネルギー起源CO2

2010年度の排出量の目安（注）�

百万t-CO2

（百万t-CO2）�

1,261

基準年� 20102005�
（確報値）�

1,186�
（＝基準年比▲6.0％）�

1,359�
（＋7.7％）�

基準年�
総排出量比�

産業部門�

業務その他部門�

家庭部門�

運輸部門�

エネルギー転換部門�

非エネルギー起源CO2、�
CH4、N2O

代替フロン等３ガス�

温室効果ガス排出量�

132

31�

1,239～1,252

＋1.3％～＋2.3％  �

－4.6％～－4.3％�

＋3.4％～＋3.6％�

＋0.9％～＋1.1％�

＋1.8％～＋2.0％�

－0.1％�

－1.5％  

－1.6％       �

－1.8～－0.8％�

   （注）排出量の目安としては、対策が想定される最大の効果を上げた場合と、

　　想定される最小の場合を設けている。当然ながら対策効果が最大とな

　　る場合を目指すものであるが、最小の場合でも京都議定書の目標を達

　　成できるよう目安を設けている。�

温室効果ガスの削減に吸収源対策、京都メカニズムを含め、
京都議定書の6%削減約束の確実な達成を図る�

温室効果ガスの排出抑制・吸収量の目標�

改定京都議定書目標達成計画（閣議決定）の概要�

1. 温室効果ガスの排出削減、吸収等に関する対策・施策�
（1）温室効果ガスの排出削減対策・施策�
【主な追加対策の例】�
●自主行動計画の推進�
●住宅・建築物の省エネ性能の向上�
●トップランナー機器等の対策�
●工場・事業場の省エネ対策の徹底�
●自動車の燃費の改善�
●中小企業の排出削減対策の推進�
●農林水産業、上下水道、交通流等の対策�
●都市緑化、廃棄物・代替フロン等3ガス等の対策�
●新エネルギー対策の推進�
（2）温室効果ガス吸収源対策・施策�
●間伐等の森林整備、美しい森林づくり推進国民運動の展開�
�
2. 横断的施策�
●排出量の算定・報告・公表制度�
●国民運動の展開�
�
以下、速やかに検討すべき課題�
●国内排出量取引制度�
●環境税�
●深夜化するライフスタイル・ワークスタイルの見直し�
●サマータイムの導入�
�

●毎年、6月頃及び年末に各対策の進捗状況を厳格に点検�

●さらに、2009年度には第1 約束期間全体の排出量見通し
　を示し、総合的に評価�
�

必要に応じ、機動的に計画を改定し、対策・施策�
を追加・強化�

※本年2月の産業構造審議会・中央環境審
　議会合同会合の最終報告では、現行対
　策のみでは2,200～3,600万ｔ－ＣＯ２の不
　足が見込まれるものの、今後、各部門にお
　いて、各主体が、現行対策に加え、追加さ
　れた対策・施策に全力で取り組むことによ
　り、約3,700万ｔ－ＣＯ２以上の排出削減効
　果が見込まれ、京都議定書の6％目標は
　達成し得るとされた。�

排出抑制対策・施策の推進により、�
基準年比▲0.8％～▲1.8％�
に�

森林吸収源、京都メカニ�
ズムを合わせて６％削減�
約束を達成�

○2010年度の温室効果ガス排出量の見通し�

目標達成のための対策と施策�

目標達成計画の進捗管理�

以上の資料については、環境省報道発表資料より代替フロン等３ガスに関する部分を抜粋し、掲載しています。�
さらに詳しく知りたい方は、環境省ＨＰを参照してください。�
http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=9547�

年度当初の保管量�

　　　  第１種（業務用冷凍空調機器）�

　　　  第２種（カーエアコン）�

　　　  合計�

破壊した量�

年度末の保管量�

10,063�

291,004�

191,859�

482,862�

479,406�

13,518

52,718�

2,116,920�

ー�

2,116,919�

2,095,384�

74,253

5,496�

426,314�

617,853�

1,044,166�

1,035,978�

13,684

68,276�

2,834,237�

809,711�

3,643,946�

3,610,768�

101,456

取引量�

CFC HCFC HFC 合計�

（単位kg）平成19年度フロン類破壊量等の報告集計結果�

フロン類破壊量の推移�

H19�

H18�

H17�

H16�

H15�

H14

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000

CFC�

HCFC�

HFC

556 1623 608

954 1604 418

627 1467 335

354 1173 126

590 1821 772

479 2095 1036

破
壊
量
の
集
計
結
果�
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5

特
　
集�

　
フ
ロ
ン
回
収
・
破
壊
法
に
基
づ
き
フ
ロ
ン
類

破
壊
業
者
か
ら
報
告
の
あ
っ
た
平
成
19
年
度

に
お
け
る
フ
ロ
ン
類
の
破
壊
量
は
約
３
，

6
1
1
ト
ン
で
あ
り
、
平
成
18
年
度
の
破
壊

量
と
比
較
し
て
約
13
％
の
増
加
と
な
り
ま
し

た
。
フ
ロ
ン
類
の
種
類
別
に
見
る
と
、
Ｃ
Ｆ
Ｃ

（
ク
ロ
フ
ル
オ
ロ
カ
ー
ボ
ン
）
が
約
4
7
9
ト
ン
、

Ｈ
Ｃ
Ｆ
Ｃ
（
ハ
イ
ド
ロ
ク
ロ
ロ
フ
ル
オ
ロ
ロ
カ
ー
ボ

ン
）
が
約
２
，０
９
５
ト
ン
、
Ｈ
Ｆ
Ｃ
（
ハ
イ
ド
ロ

フ
ル
オ
ロ
カ
ー
ボ
ン
）
が
約
１
，０
３
６
ト
ン
で
あ

り
、
モ
ン
ト
リ
オ
ー
ル
議
定
書
に
基
づ
き
平
成

８
年
以
降
生
産
が
全
廃
さ
れ
て
い
る
Ｃ
Ｆ
Ｃ
の

破
壊
量
が
減
少
し
て
い
る
一
方
、
Ｈ
Ｃ
Ｆ
Ｃ
及

び
Ｈ
Ｆ
Ｃ
の
破
壊
量
は
前
年
度
よ
り
増
加
し
て

い
ま
す
。�

��

　
フ
ロ
ン
類
破
壊
業
者
に
引
き
取
ら
れ
た
フ
ロ

ン
類
の
量
を
フ
ロ
ン
回
収
・
破
壊
法
に
よ
る
特

定
製
品
別
に
見
る
と
、
第
一
種
特
定
製
品
（
業

務
用
冷
凍
空
調
機
器
）
か
ら
回
収
し
た
フ
ロ
ン

類
は
約
２
，８
３
４
ト
ン
で
平
成
18
年
度
に
比

べ
て
約
17
％
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。
第
二
種

特
定
製
品
（
カ
ー
エ
ア
コ
ン
）
か
ら
回
収
し
た

フ
ロ
ン
類
※
は
約
８
１
０
ト
ン
で
平
成
18
年
度

と
比
べ
て
約
５
％
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。 �

※ 

カ
ー
エ
ア
コ
ン
か
ら
の
冷
媒
フ
ロ
ン
類
の
回
収

は
、
平
成
17
年
１
月
か
ら
「
使
用
済
自
動
車

の
再
資
源
化
等
に
関
す
る
法
律
」
に
基
づ
い
て

実
施
さ
れ
て
い
ま
す
。�

�（
参
考
）�

　
平
成
14
年
よ
り
施
行
さ
れ
た
フ
ロ
ン
回
収
・

破
壊
法
に
基
づ
き
、
第
一
種
特
定
製
品
（
業
務

用
冷
凍
空
調
機
器
）
と
第
二
種
特
定
製
品
（
カ

ー
エ
ア
コ
ン
）
に
つ
い
て
、
機
器
の
廃
棄
時
の
フ

ロ
ン
類
の
回
収
・
破
壊
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い

ま
す
。
第
二
種
特
定
製
品
（
カ
ー
エ
ア
コ
ン
）

に
つ
い
て
は
、
平
成
17
年
１
月
１
日
に
使
用
済

自
動
車
の
再
資
源
化
等
に
関
す
る
法
律
（
以

下
「
自
動
車
リ
サ
イ
ク
ル
法
」
と
い
う
。） 

が

本
格
施
行
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
こ
の
日
以
降
に

引
取
業
者
に
引
き
渡
さ
れ
た
使
用
済
自
動
車

に
搭
載
さ
れ
て
い
た
も
の
に
つ
い
て
は
自
動
車
リ

サ
イ
ク
ル
法
に
基
づ
い
て
冷
媒
フ
ロ
ン
類
の
回
収

が
行
わ
れ
て
い
ま
す
が
、
自
動
車
リ
サ
イ
ク
ル

法
に
基
づ
い
て
回
収
さ
れ
た
冷
媒
フ
ロ
ン
類
を

含
め
、
破
壊
は
フ
ロ
ン
回
収
・
破
壊
法
に
基
づ

く
フ
ロ
ン
類
破
壊
業
者
に
よ
っ
て
行
わ
れ
て
い
ま
す
。�

　
フ
ロ
ン
回
収
・
破
壊
法
に
お
い
て
は
、
フ
ロ
ン

類
破
壊
業
者
は
毎
年
度
、
年
度
終
了
後
45
日

以
内
に
、
前
年
度
に
破
壊
し
た
量
等
を
主
務

大
臣
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
て

お
り
（ 

第
34
条
第
３
項
）、
ま
た
、
主
務
大
臣

は
、
こ
の
報
告
等
に
関
す
る
情
報
を
整
理
し
て
、

特
定
製
品
に
係
る
フ
ロ
ン
類
の
回
収
及
び
破
壊

の
状
況
等
の
情
報
を
公
表
す
る
も
の
と
さ
れ
て

い
ま
す
（
第
46
条
）。�

�����

フロン回収破壊法に基づく�
平成19年度のフロン類の破壊量の�

集計結果について�

フロン回収破壊法に基づく�
平成19年度のフロン類の破壊量の�

集計結果について�

平成平成20年6月17日に経済産業省及び環境省から日に経済産業省及び環境省から�
平成平成19年度のフロン類の破壊量の集計結果について、年度のフロン類の破壊量の集計結果について、�
報道発表がありました。内容は次のとおりです。報道発表がありました。内容は次のとおりです。�

平成20年6月17日に経済産業省及び環境省から�
平成19年度のフロン類の破壊量の集計結果について、�
報道発表がありました。内容は次のとおりです。�

�

   

「
特
定
製
品
に
係
る
フ
ロ
ン
類
の
回
収
及
び

破
壊
の
実
施
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
」（
以

下
「
フ
ロ
ン
回
収
・
破
壊
法
」
と
い
う
。）
に

基
づ
き
、
フ
ロ
ン
類
破
壊
業
者
か
ら
平
成
19

年
度
分
の
フ
ロ
ン
類
の
破
壊
量
等
が
報
告
さ
れ

ま
し
た
。�

　
こ
れ
を
取
り
ま
と
め
た
と
こ
ろ
、
平
成
19

年
度
の
フ
ロ
ン
類
の
破
壊
量
は
約
３
，6
1
1
ト

ン
で
あ
り
、
平
成
18
年
度
の
破
壊
量
と
比
較

し
て
約
13
％
の
増
加
と
な
っ
て
い
ま
す
。�

� �

１
．破
壊
量
等
の
集
計
結
果�

２
．特
定
製
品
別
の
引
取
量�

概
　
要�

本
　
文�

1,076～1,089�

424～428�

208～210�

138～141�

240～243�

66

エネルギー起源CO2

2010年度の排出量の目安（注）�

百万t-CO2

（百万t-CO2）�

1,261

基準年� 20102005�
（確報値）�

1,186�
（＝基準年比▲6.0％）�

1,359�
（＋7.7％）�

基準年�
総排出量比�

産業部門�

業務その他部門�

家庭部門�

運輸部門�

エネルギー転換部門�

非エネルギー起源CO2、�
CH4、N2O

代替フロン等３ガス�

温室効果ガス排出量�

132

31�

1,239～1,252

＋1.3％～＋2.3％  �

－4.6％～－4.3％�

＋3.4％～＋3.6％�

＋0.9％～＋1.1％�

＋1.8％～＋2.0％�

－0.1％�

－1.5％  

－1.6％       �

－1.8～－0.8％�

   （注）排出量の目安としては、対策が想定される最大の効果を上げた場合と、

　　想定される最小の場合を設けている。当然ながら対策効果が最大とな

　　る場合を目指すものであるが、最小の場合でも京都議定書の目標を達

　　成できるよう目安を設けている。�

温室効果ガスの削減に吸収源対策、京都メカニズムを含め、
京都議定書の6%削減約束の確実な達成を図る�

温室効果ガスの排出抑制・吸収量の目標�

改定京都議定書目標達成計画（閣議決定）の概要�

1. 温室効果ガスの排出削減、吸収等に関する対策・施策�
（1）温室効果ガスの排出削減対策・施策�
【主な追加対策の例】�
●自主行動計画の推進�
●住宅・建築物の省エネ性能の向上�
●トップランナー機器等の対策�
●工場・事業場の省エネ対策の徹底�
●自動車の燃費の改善�
●中小企業の排出削減対策の推進�
●農林水産業、上下水道、交通流等の対策�
●都市緑化、廃棄物・代替フロン等3ガス等の対策�
●新エネルギー対策の推進�
（2）温室効果ガス吸収源対策・施策�
●間伐等の森林整備、美しい森林づくり推進国民運動の展開�
�
2. 横断的施策�
●排出量の算定・報告・公表制度�
●国民運動の展開�
�
以下、速やかに検討すべき課題�
●国内排出量取引制度�
●環境税�
●深夜化するライフスタイル・ワークスタイルの見直し�
●サマータイムの導入�
�

●毎年、6月頃及び年末に各対策の進捗状況を厳格に点検�

●さらに、2009年度には第1 約束期間全体の排出量見通し
　を示し、総合的に評価�
�

必要に応じ、機動的に計画を改定し、対策・施策�
を追加・強化�

※本年2月の産業構造審議会・中央環境審
　議会合同会合の最終報告では、現行対
　策のみでは2,200～3,600万ｔ－ＣＯ２の不
　足が見込まれるものの、今後、各部門にお
　いて、各主体が、現行対策に加え、追加さ
　れた対策・施策に全力で取り組むことによ
　り、約3,700万ｔ－ＣＯ２以上の排出削減効
　果が見込まれ、京都議定書の6％目標は
　達成し得るとされた。�

排出抑制対策・施策の推進により、�
基準年比▲0.8％～▲1.8％�
に�

森林吸収源、京都メカニ�
ズムを合わせて６％削減�
約束を達成�

○2010年度の温室効果ガス排出量の見通し�

目標達成のための対策と施策�

目標達成計画の進捗管理�

以上の資料については、環境省報道発表資料より代替フロン等３ガスに関する部分を抜粋し、掲載しています。�
さらに詳しく知りたい方は、環境省ＨＰを参照してください。�
http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=9547�

年度当初の保管量�

　　　  第１種（業務用冷凍空調機器）�

　　　  第２種（カーエアコン）�

　　　  合計�

破壊した量�

年度末の保管量�

10,063�

291,004�

191,859�

482,862�

479,406�

13,518

52,718�

2,116,920�

ー�

2,116,919�

2,095,384�

74,253

5,496�

426,314�

617,853�

1,044,166�

1,035,978�

13,684

68,276�

2,834,237�

809,711�

3,643,946�

3,610,768�

101,456

取引量�

CFC HCFC HFC 合計�

（単位kg）平成19年度フロン類破壊量等の報告集計結果�

フロン類破壊量の推移�

H19�

H18�

H17�

H16�

H15�

H14

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000

CFC�

HCFC�

HFC

556 1623 608

954 1604 418

627 1467 335

354 1173 126

590 1821 772

479 2095 1036

破
壊
量
の
集
計
結
果�

4
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家電リサイクル法によるフロン類の回収重量・破壊重量�

［登録・許可の状況］�

［情報管理センターへの事業者・事業所登録の状況］�

家電リサイクル法によるフロン類の回収重量（トン）�

H16

冷媒�

冷媒�

断熱材�

エアコン�

計�

冷蔵庫・冷凍庫�

994,732�

310,915�

625,490�

1,305,647

1,122,462�

310,701�

607,753�

1,433,163

1,043,778�

297,619�

592,511�

1,341,397

1,089,423�

298,544�

574,535�

1,387,967

104.4%�

100.3%�

97.0%�

103.5%

H17 H18 H19 H19/H18

回
収
重
量
�（kg）�

冷媒�

冷媒�

断熱材�

エアコン�

計�

冷蔵庫・冷凍庫�

976,479�

312,257�

616,176�

1,288,736

1,117,923�

309,734�

605,365�

1,427,657

3,000�

2,500�

2,000�

1,500�

1,000�

500�

0
H16

625

311

995

608

311

1,122

593

298

1,044

575

299

1,089

H17

16年度末�

事業者数�

事業者� 事業所�

（参考）�
19年度引取実績�
のあった�
事業者事業所�

引取業者�

引取業者�
解体業者�

解体業者�

破砕業者�

計�

フロン類�
回収業者�

フロン類回収業者�

うちみなし�
許可業者�

破砕業者�
（プレス、せん断のみ）�
（シュレッダー）�

計�

うちみなし�
許可業者�

17年度末� 18年度末� 19年度末�

19年度末� 85,144 �

22,661 �

5,490 �

2,214 
60,220�

13,407�

6,113�

1,124�

80,864

79,758�

19,870�

6,515�

1,397�

107,540

29,021�

5,907�

4,624�

1,069�

40,621

88,122 �

23,387 �

6,251 �

2,172 

88,301 �

23,135 �

6,505 �

2,129 

78,591 �

18,046 �

6,611 �

ー 

758�

114,461

736�

118,984

752 �

119,221

ー�

104,546

1,166�
 (1,043)�
(123)

1,224 �
(1,101)�
 (123)

1,280 �
(1,145)�
 (135)

1,298 �
(1,163)�
 (135)

H18 H19

1,047,979�

297,868�

589,832�

1,345,847

1,084,342�

298,145�

562,020�

1,382,487

103.5%�

100.1%�

95.3%�

102.7%

破
壊
重
量
�（kg）�

冷蔵庫等断熱材�
冷蔵庫等冷媒�
エアコン冷媒�

　
カ
ー
エ
ア
コ
ン
か
ら
の
冷
媒
フ
ロ
ン
類
の
回
収
は
、

平
成
17
年
１
月
か
ら
「
使
用
済
自
動
車
の
再
資

源
化
等
に
関
す
る
法
律
」（
自
動
車
リ
サ
イ
ク
ル

法
）
に
基
づ
い
て
実
施
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
平
成

19
年
度
末
に
お
け
る
全
国
の
登
録
・
許
可
の
状

況
は
、
以
下
の
と
お
り
で
す
。�

　
平
成
13
年
４
月
か
ら
始
ま
っ
た
家
電
リ
サ
イ
ク

ル
法
は
、
廃
家
電
４
品
目
（
エ
ア
コ
ン
、
ブ
ラ
ウ
ン

管
テ
レ
ビ
、
冷
蔵
庫
・
冷
凍
庫
、
洗
濯
機
）
に
つ

い
て
、
消
費
者
に
よ
る
適
正
な
排
出
と
費
用
の
負

担
、
小
売
業
者
に
よ
る
排
出
者
か
ら
の
引
取
り
と

製
造
業
者
等
へ
の
引
渡
し
、
製
造
業
者
等
に
よ
る

小
売
業
者
な
ど
か
ら
の
指
定
引
取
場
所
に
お
け
る

引
取
り
と
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
プ
ラ
ン
ト
に
お
け
る
再

商
品
化
等
を
推
進
し
て
き
た
と
こ
ろ
で
す
。�

�

　
平
成
19
年
度
、
指
定
引
取
場
所
で
引
き
取
っ

た
廃
家
電
４
品
目
の
合
計
は
約
１
，２
１
１
万
台
（
前

年
度
比
約
4.3
％
増
）
と
な
っ
て
お
り
、
内
訳
を
見

る
と
、
エ
ア
コ
ン
が
約
１
８
９
万
台
（
構
成
比
約

16
％
）、
ブ
ラ
ウ
ン
管
テ
レ
ビ
が
約
４
６
１
万
台
（
同

約
38
％
）、
冷
蔵
庫
・
冷
凍
庫
が
約
２
７
３
万
台

（
同
約
22
％
）、
洗
濯
機
が
約
２
８
８
万
台
（
同

約
24
％
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
前
年
度
比

で
見
る
と
エ
ア
コ
ン
が
約
3.4
％
増
、
ブ
ラ
ウ
ン
管
テ

レ
ビ
が
約
11.
8
％
増
、
冷
蔵
庫
・
冷
凍
庫
が
約

0.3
％
増
、
洗
濯
機
が
約
2.0
％
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。�

�

　
廃
家
電
４
品
目
の
う
ち
、
エ
ア
コ
ン
及
び
冷
蔵

庫
・
冷
凍
庫
に
つ
い
て
は
、
冷
媒
や
断
熱
材
な
ど

と
し
て
、
フ
ロ
ン
類
が
含
ま
れ
て
い
ま
す
が
、
平
成

19
年
度
の
回
収
重
量
は
、
エ
ア
コ
ン
の
冷
媒
と
し

て
使
用
さ
れ
て
い
た
フ
ロ
ン
類
が
約
１
，０
８
９
ト
ン

（
前
年
度
比
約
4.4
％
増
）、
冷
蔵
庫
・
冷
凍
庫
の

冷
媒
と
し
て
使
用
さ
れ
て
い
た
フ
ロ
ン
類
が
約
２
９

９
ト
ン
（
前
年
度
比
約
0.3
％
増
）、
冷
蔵
庫
・
冷

凍
庫
の
断
熱
材
に
含
ま
れ
る
液
化
回
収
し
た
フ
ロ

ン
類
が
約
５
７
５
ト
ン
（
前
年
度
比
約
3.0
％
減
）

と
な
っ
て
い
ま
す
。�

�

　
こ
の
度
、
本
協
議
会
会
員
で
あ
る
ア
サ
ダ
株
式

会
社
が
、
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
環
境
保
護
庁
（U

nitedStates 

E
nvironm

ental P
rotection A

gency

以
下
、

「
米
国E

P
A

」
と
い
う
。）
が
主
催
す
る
「2008

年
オ
ゾ
ン
層
保
護
賞
（2008 

O
zon

e 
L
ay

er 

P
rotection 

A
w
ard

）」
を
受
賞
さ
れ
ま
し
た
の

で
ご
紹
介
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。�

オ
ゾ
ン
層
保
護
賞
と
は
？�

　
オ
ゾ
ン
層
保
護
賞
と
は
、
米
国E

P
A

が
オ
ゾ
ン

層
保
護
に
貢
献
し
た
団
体
・
個
人
を
表
彰
す
る

こ
と
を
目
的
と
し
、
１
９
９
０
年
に
創
設
し
た
賞

で
す
。
過
去
に
表
彰
を
受
け
た
団
体
・
個
人
は
５

０
９
を
数
え
、
日
本
で
は
こ
れ
ま
で
日
本
ゼ
オ
ン(

株
）、

ダ
イ
キ
ン
工
業(

株
）
な
ど
が
受
賞
し
て
い
ま
す
。�

賞
贈
呈
式�

　
２
０
０
８
年
オ
ゾ
ン
層
保
護
賞
の
贈
呈
式
が
、
現

地
時
間
の
５
月
１９
日
午
後
４
時
、
ワ
シ
ン
ト
ンD

C

の
ポ
ト
マ
ッ
ク
川
沿
い
に
あ
る
ケ
ネ
デ
ィ
ー
セ
ン
タ
ー

に
て
行
わ
れ
ま
し
た
。
米
国E

P
A

気
候
保
護
パ
ー

ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
部
の
ア
ン
ダ
ー
セ
ン
博
士
の
歓
迎
の
挨

拶
に
は
じ
ま
り
、
米
国E

P
A

成
層
圏
保
護
部
の
ハ

フ
ォ
ー
ド
氏
か
ら
オ
ゾ
ン
層
保
護
賞
受
賞
者
の
業
績

の
紹
介
と
共
に
、
楯
が
贈
呈
さ
れ
ま
し
た
。�

　
２
０
０
８
年
オ
ゾ
ン
層
保
護
賞
受
賞
者
数
は
２
５

で
、
そ
れ
ら
受
賞
者
と
関
係
者
、
米
国E

P
A
 

関

係
者
、
報
道
関
係
者
を
含
め
約
３
０
０
人
が
集
ま

る
中
、
２
時
間
に
わ
た
り
盛
大
に
執
り
行
わ
れ
ま

し
た
。�

�

ア
サ
ダ
株
式
会
社�

平
成
20
年
度
通
常
総
会
の
開
催
に
つ
い
て�

　
１
９
４
１
年
、
配
管
機
械
・
工
具
の
メ
ー
カ
ー
と

し
て
創
業
。
そ
の
後
冷
蔵
庫
や
エ
ア
コ
ン
の
冷
媒
に

用
い
ら
れ
る
フ
ロ
ン
ガ
ス
に
よ
る
オ
ゾ
ン
層
破
壊
が
問

題
化
し
た
１
９
９
５
年
、
日
本
初
の
「
フ
ロ
ン
回
収

装
置
（
オ
イ
ル
レ
ス
コ
ン
プ
レ
ッ
サ
ー
式
）」
を
開
発

し
、
環
境
機
器
分
野
に
も
進
出
。
フ
ロ
ン
の
分
解

装
置
や
再
使
用
の
た
め
の
ク
リ
ー
ナ
ー
な
ど
フ
ロ
ン

関
連
機
器
の
開
発
を
推
進
し
て
き
た
。�

　
今
回
の
受
賞
は
、
同
社
の
実
績
と
と
も
に
、
オ

ゾ
ン
層
破
壊
物
質
排
出
削
減
を
目
的
と
し
た
国
内

外
へ
の
教
育
と
し
て
、
タ
イ
や
モ
ン
ゴ
ル
な
ど
で
フ
ロ

ン
回
収
技
術
の
指
導
研
修
に
取
り
組
ん
で
き
た
事

も
評
価
さ
れ
た
。�

�

　
平
成
20
年
度
通
常
総
会
を
次
の
と
お
り
開
催
し

ま
し
た
。�

�

１
．平
成
20
年
度
通
常
総
会�

（1） 

日
時 

平
成
20
年
６
月
20
日（
金
）�

　
　
　
　 

１
３
時
３
０
分
〜
１
５
時
４
０
分�

（2） 

会
場 

神
戸
市
教
育
会
館 

大
ホ
ー
ル�

（3） 

出
席
者
数�

　
　
　
出
席
４３
会
員
（
実
人
員
47
人
）�

　
　
　
委
任
１
８
３
会
員�

　
　
　
　
計
２
２
６
会
員�

　
※
規
約
上
必
要
な
定
足
数
１
９
５（
総
会
員
数

　
　
３
８
９
の
過
半
数
以
上
）
を
満
た
す
。�

（4） 

議
事�

　
全
て
原
案
の
と
お
り
承
認
さ
れ
ま
し
た
。�

  

① 

平
成
19
年
度
事
業
報
告
並
び
に
収
支
決
算�

  

② 

平
成
20
年
度
事
業
計
画
並
び
に
収
支
予
算�

  

③ 

規
約
の
一
部
改
正
に
関
す
る
件�

  

④ 

役
員
の
改
選
に
関
す
る
件�

２
．特
別
講
演�

  

「
フ
ロ
ン
対
策
の
動
向
と
最
新
技
術
に
つ
い
て
」�

　
　  

講
師
　(

独)

産
業
技
術
総
合
研
究
所�

　
　
　 

　
　
　
　
研
究
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ�

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
山
辺
　
正
顕 

氏�

�

オ
ゾ
ン
層
保
護
対
策
推
進
月
間
記
念
イ
ベ
ン
ト�

「
オ
ゾ
ン
層
保
護
・
地
球
温
暖
化
防
止
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
の
開
催�

　
９
月
の
オ
ゾ
ン
層
保
護
対
策
推
進
月
間
の
記
念

イ
ベ
ン
ト
と
し
て
、「
オ
ゾ
ン
層
保
護
・
地
球
温
暖

化
防
止
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
を
兵
庫
県
大
気
環
境
保
全

連
絡
協
議
会
と
共
同
で
開
催
し
ま
し
た
。�

　
当
日
は
、
本
協
議
会
会
員
を
は
じ
め
と
し
て
、

兵
庫
県
地
球
温
暖
化
防
止
活
動
推
進
員
及
び
協

力
員
や
、
神
戸
市
消
費
者
協
会
の
方
々
な
ど
、
多

く
の
皆
さ
ん
に
ご
参
加
い
た
だ
き
ま
し
た
。�

　�（1）
日
時 

平
成
20
年
９
月
26
日（
金
）�

　
　
　
　
１
３
時
３
０
分
〜
１
６
時
３
０
分�

（2） 

会
場 

兵
庫
県
看
護
協
会 

ハ
ー
モ
ニ
ー
ホ
ー
ル�

（3）

参
加
者
数
　
１
４
７
人�

（4） 

内
容�

　
　
　
講
演
１�

　
　
　 

「
フ
ロ
ン
対
策
の
動
向
と
最
新
技
術
に
つ
い
て
」�

 

　
　 

　
講
師
　
北
海
道
大
学
公
共
政
策
大
学
院
特
任
教
授�

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　  

深
見 

正
仁 

氏�

　
　
　
講
演
２�

　
　
　
　「
地
球
温
暖
化
と
近
年
の
気
候
変
化
」�

        

　 

講
師
　
気
象
予
報
士
　
　  

村
山 

貢
司 

氏�

���

自
動
車
リ
サ
イ
ク
ル
法
の
事
業
者
登
録
・�

許
可
の
状
況
に
つ
い
て
（
全
国
）�

ア
サ
ダ
株
式
会
社
が�

米
国
Ｅ
Ｐ
Ａ
「
オ
ゾ
ン
層
保
護
賞
」
受
賞�

山辺氏による講演�

深見氏による講演�

村山氏による講演�

2008 Ozone Layer Protection Awards�
May 19, 2008 The Kennedy Center

※同一事業者が自治体をまたがって事業所登録・許可されている場合はそれぞれの自治体�
　にてダブルカウントされている。�

家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法�

フ
ロ
ン
回
収
量�

お
知
ら
せ�

家電リサイクル法に基づく�
フロン類の回収量について�
家電リサイクル法に基づく�
フロン類の回収量について�

～ 経済産業省・環境省共同発表経済産業省・環境省共同発表 ～�

「家電リサイクル法の施行状況（引取実績）

及び家電メーカー各社による家電リサイクル

実績の公表について（平成19年度）」より�

～ 経済産業省・環境省共同発表 ～�

「家電リサイクル法の施行状況（引取実績）

及び家電メーカー各社による家電リサイクル

実績の公表について（平成19年度）」より�
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家電リサイクル法によるフロン類の回収重量・破壊重量�

［登録・許可の状況］�

［情報管理センターへの事業者・事業所登録の状況］�

家電リサイクル法によるフロン類の回収重量（トン）�

H16

冷媒�

冷媒�

断熱材�

エアコン�

計�

冷蔵庫・冷凍庫�

994,732�

310,915�

625,490�

1,305,647

1,122,462�

310,701�

607,753�

1,433,163

1,043,778�

297,619�

592,511�

1,341,397

1,089,423�

298,544�

574,535�

1,387,967

104.4%�

100.3%�

97.0%�

103.5%

H17 H18 H19 H19/H18

回
収
重
量
�（kg）�

冷媒�

冷媒�

断熱材�

エアコン�

計�

冷蔵庫・冷凍庫�

976,479�

312,257�

616,176�

1,288,736

1,117,923�

309,734�

605,365�

1,427,657

3,000�

2,500�

2,000�

1,500�

1,000�

500�

0
H16

625

311

995

608

311

1,122

593

298

1,044

575

299

1,089

H17

16年度末�

事業者数�

事業者� 事業所�

（参考）�
19年度引取実績�
のあった�
事業者事業所�

引取業者�

引取業者�
解体業者�

解体業者�

破砕業者�

計�

フロン類�
回収業者�

フロン類回収業者�

うちみなし�
許可業者�

破砕業者�
（プレス、せん断のみ）�
（シュレッダー）�

計�

うちみなし�
許可業者�

17年度末� 18年度末� 19年度末�

19年度末� 85,144 �

22,661 �

5,490 �

2,214 
60,220�

13,407�

6,113�

1,124�

80,864

79,758�

19,870�

6,515�

1,397�

107,540

29,021�

5,907�

4,624�

1,069�

40,621

88,122 �

23,387 �

6,251 �

2,172 

88,301 �

23,135 �

6,505 �

2,129 

78,591 �

18,046 �

6,611 �

ー 

758�

114,461

736�

118,984

752 �

119,221

ー�

104,546

1,166�
 (1,043)�
(123)

1,224 �
(1,101)�
 (123)

1,280 �
(1,145)�
 (135)

1,298 �
(1,163)�
 (135)

H18 H19

1,047,979�

297,868�

589,832�

1,345,847

1,084,342�

298,145�

562,020�

1,382,487

103.5%�

100.1%�

95.3%�

102.7%

破
壊
重
量
�（kg）�

冷蔵庫等断熱材�
冷蔵庫等冷媒�
エアコン冷媒�

　
カ
ー
エ
ア
コ
ン
か
ら
の
冷
媒
フ
ロ
ン
類
の
回
収
は
、

平
成
17
年
１
月
か
ら
「
使
用
済
自
動
車
の
再
資

源
化
等
に
関
す
る
法
律
」（
自
動
車
リ
サ
イ
ク
ル

法
）
に
基
づ
い
て
実
施
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
平
成

19
年
度
末
に
お
け
る
全
国
の
登
録
・
許
可
の
状

況
は
、
以
下
の
と
お
り
で
す
。�

　
平
成
13
年
４
月
か
ら
始
ま
っ
た
家
電
リ
サ
イ
ク

ル
法
は
、
廃
家
電
４
品
目
（
エ
ア
コ
ン
、
ブ
ラ
ウ
ン

管
テ
レ
ビ
、
冷
蔵
庫
・
冷
凍
庫
、
洗
濯
機
）
に
つ

い
て
、
消
費
者
に
よ
る
適
正
な
排
出
と
費
用
の
負

担
、
小
売
業
者
に
よ
る
排
出
者
か
ら
の
引
取
り
と

製
造
業
者
等
へ
の
引
渡
し
、
製
造
業
者
等
に
よ
る

小
売
業
者
な
ど
か
ら
の
指
定
引
取
場
所
に
お
け
る

引
取
り
と
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
プ
ラ
ン
ト
に
お
け
る
再

商
品
化
等
を
推
進
し
て
き
た
と
こ
ろ
で
す
。�

�

　
平
成
19
年
度
、
指
定
引
取
場
所
で
引
き
取
っ

た
廃
家
電
４
品
目
の
合
計
は
約
１
，２
１
１
万
台
（
前

年
度
比
約
4.3
％
増
）
と
な
っ
て
お
り
、
内
訳
を
見

る
と
、
エ
ア
コ
ン
が
約
１
８
９
万
台
（
構
成
比
約

16
％
）、
ブ
ラ
ウ
ン
管
テ
レ
ビ
が
約
４
６
１
万
台
（
同

約
38
％
）、
冷
蔵
庫
・
冷
凍
庫
が
約
２
７
３
万
台

（
同
約
22
％
）、
洗
濯
機
が
約
２
８
８
万
台
（
同

約
24
％
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
前
年
度
比

で
見
る
と
エ
ア
コ
ン
が
約
3.4
％
増
、
ブ
ラ
ウ
ン
管
テ

レ
ビ
が
約
11.
8
％
増
、
冷
蔵
庫
・
冷
凍
庫
が
約

0.3
％
増
、
洗
濯
機
が
約
2.0
％
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。�

�

　
廃
家
電
４
品
目
の
う
ち
、
エ
ア
コ
ン
及
び
冷
蔵

庫
・
冷
凍
庫
に
つ
い
て
は
、
冷
媒
や
断
熱
材
な
ど

と
し
て
、
フ
ロ
ン
類
が
含
ま
れ
て
い
ま
す
が
、
平
成

19
年
度
の
回
収
重
量
は
、
エ
ア
コ
ン
の
冷
媒
と
し

て
使
用
さ
れ
て
い
た
フ
ロ
ン
類
が
約
１
，０
８
９
ト
ン

（
前
年
度
比
約
4.4
％
増
）、
冷
蔵
庫
・
冷
凍
庫
の

冷
媒
と
し
て
使
用
さ
れ
て
い
た
フ
ロ
ン
類
が
約
２
９

９
ト
ン
（
前
年
度
比
約
0.3
％
増
）、
冷
蔵
庫
・
冷

凍
庫
の
断
熱
材
に
含
ま
れ
る
液
化
回
収
し
た
フ
ロ

ン
類
が
約
５
７
５
ト
ン
（
前
年
度
比
約
3.0
％
減
）

と
な
っ
て
い
ま
す
。�

�

　
こ
の
度
、
本
協
議
会
会
員
で
あ
る
ア
サ
ダ
株
式

会
社
が
、
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
環
境
保
護
庁
（U

nitedStates 

E
nvironm

ental P
rotection A

gency

以
下
、

「
米
国E

P
A

」
と
い
う
。）
が
主
催
す
る
「2008

年
オ
ゾ
ン
層
保
護
賞
（2008 

O
zon

e 
L
ay

er 

P
rotection 

A
w
ard

）」
を
受
賞
さ
れ
ま
し
た
の

で
ご
紹
介
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。�

オ
ゾ
ン
層
保
護
賞
と
は
？�

　
オ
ゾ
ン
層
保
護
賞
と
は
、
米
国E

P
A

が
オ
ゾ
ン

層
保
護
に
貢
献
し
た
団
体
・
個
人
を
表
彰
す
る

こ
と
を
目
的
と
し
、
１
９
９
０
年
に
創
設
し
た
賞

で
す
。
過
去
に
表
彰
を
受
け
た
団
体
・
個
人
は
５

０
９
を
数
え
、
日
本
で
は
こ
れ
ま
で
日
本
ゼ
オ
ン(

株
）、

ダ
イ
キ
ン
工
業(

株
）
な
ど
が
受
賞
し
て
い
ま
す
。�

賞
贈
呈
式�

　
２
０
０
８
年
オ
ゾ
ン
層
保
護
賞
の
贈
呈
式
が
、
現

地
時
間
の
５
月
１９
日
午
後
４
時
、
ワ
シ
ン
ト
ンD

C

の
ポ
ト
マ
ッ
ク
川
沿
い
に
あ
る
ケ
ネ
デ
ィ
ー
セ
ン
タ
ー

に
て
行
わ
れ
ま
し
た
。
米
国E

P
A

気
候
保
護
パ
ー

ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
部
の
ア
ン
ダ
ー
セ
ン
博
士
の
歓
迎
の
挨

拶
に
は
じ
ま
り
、
米
国E
P
A

成
層
圏
保
護
部
の
ハ

フ
ォ
ー
ド
氏
か
ら
オ
ゾ
ン
層
保
護
賞
受
賞
者
の
業
績

の
紹
介
と
共
に
、
楯
が
贈
呈
さ
れ
ま
し
た
。�

　
２
０
０
８
年
オ
ゾ
ン
層
保
護
賞
受
賞
者
数
は
２
５

で
、
そ
れ
ら
受
賞
者
と
関
係
者
、
米
国E

P
A
 

関

係
者
、
報
道
関
係
者
を
含
め
約
３
０
０
人
が
集
ま

る
中
、
２
時
間
に
わ
た
り
盛
大
に
執
り
行
わ
れ
ま

し
た
。�

�

ア
サ
ダ
株
式
会
社�

平
成
20
年
度
通
常
総
会
の
開
催
に
つ
い
て�

　
１
９
４
１
年
、
配
管
機
械
・
工
具
の
メ
ー
カ
ー
と

し
て
創
業
。
そ
の
後
冷
蔵
庫
や
エ
ア
コ
ン
の
冷
媒
に

用
い
ら
れ
る
フ
ロ
ン
ガ
ス
に
よ
る
オ
ゾ
ン
層
破
壊
が
問

題
化
し
た
１
９
９
５
年
、
日
本
初
の
「
フ
ロ
ン
回
収

装
置
（
オ
イ
ル
レ
ス
コ
ン
プ
レ
ッ
サ
ー
式
）」
を
開
発

し
、
環
境
機
器
分
野
に
も
進
出
。
フ
ロ
ン
の
分
解

装
置
や
再
使
用
の
た
め
の
ク
リ
ー
ナ
ー
な
ど
フ
ロ
ン

関
連
機
器
の
開
発
を
推
進
し
て
き
た
。�

　
今
回
の
受
賞
は
、
同
社
の
実
績
と
と
も
に
、
オ

ゾ
ン
層
破
壊
物
質
排
出
削
減
を
目
的
と
し
た
国
内

外
へ
の
教
育
と
し
て
、
タ
イ
や
モ
ン
ゴ
ル
な
ど
で
フ
ロ

ン
回
収
技
術
の
指
導
研
修
に
取
り
組
ん
で
き
た
事

も
評
価
さ
れ
た
。�

�

　
平
成
20
年
度
通
常
総
会
を
次
の
と
お
り
開
催
し

ま
し
た
。�

�

１
．平
成
20
年
度
通
常
総
会�

（1） 

日
時 

平
成
20
年
６
月
20
日（
金
）�

　
　
　
　 

１
３
時
３
０
分
〜
１
５
時
４
０
分�

（2） 

会
場 

神
戸
市
教
育
会
館 

大
ホ
ー
ル�

（3） 

出
席
者
数�

　
　
　
出
席
４３
会
員
（
実
人
員
47
人
）�

　
　
　
委
任
１
８
３
会
員�

　
　
　
　
計
２
２
６
会
員�

　
※
規
約
上
必
要
な
定
足
数
１
９
５（
総
会
員
数

　
　
３
８
９
の
過
半
数
以
上
）
を
満
た
す
。�

（4） 

議
事�

　
全
て
原
案
の
と
お
り
承
認
さ
れ
ま
し
た
。�

  

① 

平
成
19
年
度
事
業
報
告
並
び
に
収
支
決
算�

  

② 

平
成
20
年
度
事
業
計
画
並
び
に
収
支
予
算�

  

③ 

規
約
の
一
部
改
正
に
関
す
る
件�

  

④ 

役
員
の
改
選
に
関
す
る
件�

２
．特
別
講
演�

  

「
フ
ロ
ン
対
策
の
動
向
と
最
新
技
術
に
つ
い
て
」�

　
　  

講
師
　(

独)

産
業
技
術
総
合
研
究
所�

　
　
　 

　
　
　
　
研
究
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ�

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
山
辺
　
正
顕 

氏�

�

オ
ゾ
ン
層
保
護
対
策
推
進
月
間
記
念
イ
ベ
ン
ト�

「
オ
ゾ
ン
層
保
護
・
地
球
温
暖
化
防
止
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
の
開
催�

　
９
月
の
オ
ゾ
ン
層
保
護
対
策
推
進
月
間
の
記
念

イ
ベ
ン
ト
と
し
て
、「
オ
ゾ
ン
層
保
護
・
地
球
温
暖

化
防
止
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
を
兵
庫
県
大
気
環
境
保
全

連
絡
協
議
会
と
共
同
で
開
催
し
ま
し
た
。�

　
当
日
は
、
本
協
議
会
会
員
を
は
じ
め
と
し
て
、

兵
庫
県
地
球
温
暖
化
防
止
活
動
推
進
員
及
び
協

力
員
や
、
神
戸
市
消
費
者
協
会
の
方
々
な
ど
、
多

く
の
皆
さ
ん
に
ご
参
加
い
た
だ
き
ま
し
た
。�

　�（1）
日
時 

平
成
20
年
９
月
26
日（
金
）�

　
　
　
　
１
３
時
３
０
分
〜
１
６
時
３
０
分�

（2） 

会
場 

兵
庫
県
看
護
協
会 

ハ
ー
モ
ニ
ー
ホ
ー
ル�

（3）

参
加
者
数
　
１
４
７
人�

（4） 

内
容�

　
　
　
講
演
１�

　
　
　 

「
フ
ロ
ン
対
策
の
動
向
と
最
新
技
術
に
つ
い
て
」�

 

　
　 

　
講
師
　
北
海
道
大
学
公
共
政
策
大
学
院
特
任
教
授�

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　  

深
見 

正
仁 

氏�

　
　
　
講
演
２�

　
　
　
　「
地
球
温
暖
化
と
近
年
の
気
候
変
化
」�

        

　 

講
師
　
気
象
予
報
士
　
　  

村
山 

貢
司 

氏�

���

自
動
車
リ
サ
イ
ク
ル
法
の
事
業
者
登
録
・�

許
可
の
状
況
に
つ
い
て
（
全
国
）�

ア
サ
ダ
株
式
会
社
が�

米
国
Ｅ
Ｐ
Ａ
「
オ
ゾ
ン
層
保
護
賞
」
受
賞�

山辺氏による講演�

深見氏による講演�

村山氏による講演�

2008 Ozone Layer Protection Awards�
May 19, 2008 The Kennedy Center

※同一事業者が自治体をまたがって事業所登録・許可されている場合はそれぞれの自治体�
　にてダブルカウントされている。�

家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法�

フ
ロ
ン
回
収
量�

お
知
ら
せ�

家電リサイクル法に基づく�
フロン類の回収量について�
家電リサイクル法に基づく�
フロン類の回収量について�

～ 経済産業省・環境省共同発表経済産業省・環境省共同発表 ～�

「家電リサイクル法の施行状況（引取実績）

及び家電メーカー各社による家電リサイクル

実績の公表について（平成19年度）」より�

～ 経済産業省・環境省共同発表 ～�

「家電リサイクル法の施行状況（引取実績）

及び家電メーカー各社による家電リサイクル

実績の公表について（平成19年度）」より�



環境に優しい�
「大豆油インキ」�
（本文使用）�

「
京
都
議
定
書
目
標
達
成
計
画
の
改
定
」�

　
第
一
種
フ
ロ
ン
回
収
業
者
登
録
の
有
効
期
限
は

５
年
間
で
す
。�

　
登
録
時
の
通
知
書
に
記
載
さ
れ
て
い
る
満
了

日
ま
で
に
登
録
更
新
手
続
き
を
お
忘
れ
に
な
ら

な
い
よ
う
に
ご
注
意
く
だ
さ
い
。�

　
な
お
更
新
申
請
は
、
登
録
が
満
了
す
る
日
の

３
ヶ
月
前
か
ら
受
付
を
し
て
い
ま
す
。�

�

◇
更
新
申
請
先�

初
回
に
登
録
申
請
を
行
っ
た
県
民
局
環
境
課
で

更
新
申
請
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。�

�

◇
更
新
手
数
料�

４
，０
０
０
円
分
の
兵
庫
県
収
入
証
紙�

�

◇
登
録
通
知�

登
録
更
新
通
知
書
の
配
達
記
録
郵
便
を
希
望

さ
れ
る
方
は
、
申
請
時
に
宛
先
を
記
載
し
た
封

筒
及
び
郵
便
切
手
を
ご
持
参
下
さ
い
。�

�

◇
そ
の
他�

申
請
書
類
一
式
は
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
ダ
ウ
ン
ロ

ー
ド
で
き
ま
す
。�

（h
ttp

://sin
sei.p

ref.h
y
og

o.jp
/d

ow
n
load

/�

form
.p
h
p
?ID

=
1504

）�

�

　
第
一
種
フ
ロ
ン
類
（
業
務
用
冷
凍
空
調
機
器
）

を
取
り
扱
う
会
員
を
対
象
と
し
た
技
術
講
習
会

を
次
の
と
お
り
開
催
す
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。�

　
な
お
、
本
講
習
会
の
受
講
は
、
兵
庫
県
で
「
第

一
種
フ
ロ
ン
類
回
収
業
者
登
録
」
の
申
請
を
行
う

際
に
必
要
と
な
る
条
件
「
フ
ロ
ン
類
及
び
フ
ロ
ン

類
の
回
収
方
法
に
十
分
な
知
見
を
有
す
る
こ
と
」

を
満
た
す
資
格
と
し
て
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
の
で
、

是
非
と
も
ご
参
加
下
さ
い
。（
受
講
者
に
は
後
日

受
講
修
了
証
を
お
渡
し
し
ま
す
。）�

�

（1） 

開
催
日
時
及
び
会
場�

　
① 

神
戸
地
域�

　
　
　
日
程 

平
成
20
年
10
月
28
日
（
火
）�

　
　
　
会
場 

三
宮
国
際
ビ
ル 

２
階
会
議
室�

 

　
　
　
　
　（
神
戸
市
中
央
区
浜
辺
通
2-

1-

3
0
）�

　
② 

姫
路
地
域�

　
　
　
日
程 

平
成
20
年
12
月
11
日
（
木
）�

　
　
　
会
場 

姫
路
商
工
会
議
所 
６
階 

6
0
2
会
議
室�

　
　
　
　
　
（
姫
路
市
下
寺
町
４
３
）�

　
③ 

阪
神
地
域�

　
　
　
日
程 

平
成
21
年
２
月
13
日
（
金
）�

　
　
　
会
場 

尼
崎
リ
サ
ー
チ
イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー 

　
　
　
　
　
　
　
２
階 

研
修
室
３�

　
　
　
　
　
（
尼
崎
市
道
意
町
7-

1-

3
）�

　
　
※  

い
ず
れ
の
会
場
も
午
前
、
午
後
の
２
回
開
催�

（2） 

定
員(

予
定)�

　
　
　
30
人
／
回 

×
６
回 

＝ 

1
8
0
人�

　
　
※ 

受
付
は
先
着
順
で
す
が
、
希
望
者
多
数
の
場
合
、

　
　
　
　
　追
加
開
催
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。�

（3） 

参
加
資
格
者�

　
　
　
兵
庫
県
フ
ロ
ン
回
収
・
処
理
推
進
協
議
会
会
員�

（4） 

講
習
内
容�

　
　
① 

フ
ロ
ン
回
収
・
破
壊
法
と
改
正
要
点
に
つ
い
て�

　
　
② 

フ
ロ
ン
回
収
・
処
理
技
術
に
つ
い
て�

　
　
　
・
冷
媒
回
収
作
業�

　
　
　
・
冷
媒
回
収
具
体
例�

　
　
　
・
冷
媒
回
収
の
処
理�

　
　
　
・
回
収
機
器
に
よ
る
技
術
講
習�

　
　
　 

（
店
舗
オ
フ
ィ
ス
用
エ
ア
コ
ン
室
外
機
か
ら
回
収
ボ
ン
ベ
へ
の
回
収
）�

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
等�

　
　
※ 

詳
し
く
は
事
務
局
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
下
さ
い
。�

�

　
昨
年
10
月
1
日
よ
り
「
改
正
フ
ロ
ン
回
収
・

破
壊
法
」
が
施
行
さ
れ
、
フ
ロ
ン
回
収
の
書
面
（
行

程
管
理
票
）
に
よ
る
管
理
制
度
（
行
程
管
理
制

度
）
が
義
務
づ
け
ら
れ
ま
し
た
が
、
本
協
議
会

で
は
、
今
年
度
よ
り
、
会
員
の
皆
様
へ
の
サ
ー
ビ

ス
の
充
実
と
的
確
な
法
施
行
の
運
用
・
普
及
を

図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
行
程
管
理
票
を
無

償
で
配
付
（
年
間
20
枚
ま
で
）
し
て
い
ま
す
。�

　
是
非
ご
活
用
下
さ
い
。�

�【
配
付
物
・
部
数
】�

　
・IN

F
R
E
P

作
成
「
フ
ロ
ン
回
収
行
程
管
理
票
」

　
　（
汎
用
版
）�

　
・
１
会
員
に
つ
き
、
年
間
20
枚
ま
で�

【
申
込
方
法
等
】�

　
・
事
務
局
に
電
話
ま
た
は
Ｆ
Ａ
Ｘ
で
申
込
み

　
　
下
さ
い
。�

　
・
受
付
後
、
行
程
管
理
票
を
郵
送
し
ま
す
。�

第
一
種
フ
ロ
ン
類
回
収
業
者
の
皆
さ
ん
へ�

更
新
手
続
き
お
済
み
で
し
ょ
う
か
？�

第
一
種
フ
ロ
ン
類
（
業
務
用
冷
凍
空
調
機
器
）�

　
　
　
　  

回
収
・
処
理
技
術
講
習
会
の
開
催�

フ
ロ
ン
回
収
行
程
管
理
票
を
無
償
で�

配
付
し
て
い
ま
す
。�

　
〈
第
一
種
フ
ロ
ン
類
（
業
務
用
冷
凍
空
調
機
器
）
関
係
〉�

ト
ラ
イ
ア
ン
グ
ル
の
内
容
を
充
実
さ
せ

る
た
め
、
会
員
の
皆
さ
ん
方
か
ら
の
情

報
等
を
お
待
ち
し
て
い
ま
す
！

　
京
都
議
定
書
の
温
室
効
果
ガ
ス
の
６
％
削
減
約

束
と
長
期
的
か
つ
持
続
的
な
排
出
削
減
を
目
的

と
し
て
、
平
成
17
年
４
月
に
閣
議
決
定
さ
れ
た

「
京
都
議
定
書
目
標
達
成
計
画
」
が
、
平
成
20
年

３
月
に
全
部
改
定
さ
れ
ま
し
た
。�

　
京
都
議
定
書
に
お
い
て
は
、
二
酸
化
炭
素
や
メ

タ
ン
、
一
酸
化
二
窒
素
と
並
ん
で
代
替
フ
ロ
ン
等
３

ガ
ス
（
Ｈ
Ｆ
Ｃ
、
Ｐ
Ｆ
Ｃ
、
Ｓ
Ｆ
６
）
に
つ
い
て
も
排

出
削
減
の
対
象
と
な
っ
て
い
ま
す
の
で
、
今
回
の
特

集
で
は
、
改
定
さ
れ
た
計
画
の
う
ち
、
特
に
代
替

フ
ロ
ン
類
等
３
ガ
ス
に
関
す
る
部
分
に
つ
い
て
抜
粋

し
、
掲
載
さ
せ
て
い
た
だ
く
こ
と
と
し
ま
す
。�

�

京
都
議
定
書
目
標
達
成
計
画�

　
　
　
　
平
成
20
年
３
月
28
日
　
全
部
改
定�

　
　
　
　
　（
代
替
フ
ロ
ン
等
３
ガ
ス
関
係
部
分
の
抜
粋
）�

�

第
２
章 

温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
抑
制
・
吸
収
の

　
　
　  

量
に
関
す
る
目
標�

�

　
第
１
節 

我
が
国
の
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
状
況�

�

　
我
が
国
の
温
室
効
果
ガ
ス
全
体
の
基
準
年
排
出

量
（
以
下
「
基
準
年
総
排
出
量
」
と
い
う
。
） 

は
12
億
6,
1
0
0
万
t-

C
O
2

で
あ
り
、
６
％

削
減
約
束
を
達
成
す
る
た
め
に
は
、
第
１
約
束
期

間
に
お
け
る
年
平
均
総
排
出
量
を
年
間
11
億

8,
6
0
0
万
t-

C
O
2

に
削
減
す
る
こ
と
が
必

要
で
あ
る
。 �

　
一
方
、
2
0
0
5
年
度
の
我
が
国
の
温
室
効
果

ガ
ス
の
総
排
出
量
は
13
億
5,
9
0
0
万
t-

C
O
2

、

基
準
年
比
で
7.7
％
の
増
加
と
な
っ
て
お
り
、
削
減

約
束
と
の
差
は
13.
7
％
と
広
が
っ
て
い
る
。�

　
こ
れ
は
、
メ
タ
ン
、
一
酸
化
二
窒
素
、
代
替
フ
ロ

ン
等
３
ガ
ス
に
つ
い
て
は
削
減
が
進
ん
で
い
る
も
の
の
、

我
が
国
の
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
量
の
９
割
程
度

を
占
め
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
二
酸
化
炭
素
の
排
出

量
が
大
幅
に
増
大
し
た
（
2
0
0
5
年
度
で
基

準
年
総
排
出
量
比
11.
3
％
増
加
）
こ
と
が
主
な

原
因
で
あ
る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
二
酸
化
炭
素
の

排
出
量
が
増
え
た
背
景
と
し
て
は
、
2
0
0
2

年
後
半
の
原
子
力
発
電
の
停
止
以
降
の
設
備
利

用
率
の
低
迷
と
い
っ
た
特
殊
な
要
因
や
、
中
国
の

景
気
拡
大
、
産
業
構
造
の
転
換
、
オ
フ
ィ
ス
ビ
ル

等
の
床
面
積
の
増
大
、
パ
ソ
コ
ン
や
家
電
等
の
保

有
台
数
の
増
加
等
を
背
景
と
し
た
オ
フ
ィ
ス
や
家

庭
に
お
け
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
の
増
大
等
を
背

景
に
、
二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
約
４
割
を
占
め
る

産
業
部
門
か
ら
の
排
出
量
は
ほ
ぼ
横
ば
い
傾
向
、

約
２
割
を
占
め
る
運
輸
部
門

か

ら

の

排

出

量

は

1
9
9
0
年
度
比
で
約
２

割
増
大
し
て
い
る
が
、
近
年

低
下
傾
向
に
あ
る
一
方
、
約

２
割
を
占
め
る
業
務
そ
の
他

部
門
、
約
１
割
を
占
め
る
家

庭
部
門
か
ら
の
排
出
量
は
大

幅
に
増
大
し
た
こ
と
が
挙
げ

ら
れ
る
。�

�

　
第
２
節 

温
室
効
果
ガ
ス
別

そ
の
他
の
区
分
ご
と
の
目
標�

�

　
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
抑

制
・
吸
収
の
量
に
関
す
る
目

標
を
以
下
の
よ
う
に
設
定
す

る
。�

 �１
．温
室
効
果
ガ
ス�

　
京
都
議
定
書
で
は
、
排
出

の
抑
制
及
び
削
減
に
関
す
る
数
量
化
さ
れ
た
約
束
の

対
象
と
な
る
温
室
効
果
ガ
ス
を
二
酸
化
炭
素（
C
O
2

） 

、
メ
タ
ン
（
Ｃ
Ｈ
４
） 

、
一
酸
化
二
窒
素
（
Ｎ
２
Ｏ
）、

ハ
イ
ド
ロ
フ
ル
オ
ロ
カ
ー
ボ
ン
（
Ｈ
Ｆ
Ｃ
）、
パ
ー
フ
ル

オ
ロ
カ
ー
ボ
ン（
Ｐ
Ｆ
Ｃ
）、
六
ふ
っ
化
硫
黄
（
Ｓ
Ｆ
６
）

と
し
て
い
る
。
本
計
画
に
お
い
て
は
、
温
室
効
果

ガ
ス
別
に
以
下
の
と
お
り
第
１
約
束
期
間
に
お
け

る
排
出
抑
制
に
関
す
る
目
標
を
設
定
す
る
。 �

　
な
お
、
以
下
の
温
室
効
果
ガ
ス
別
の
目
標
は
、

基
本
的
に
は
、
合
理
性
・
透
明
性
を
も
っ
て
見
通

し
た
活
動
量
と
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
効
率
や
代
替

フ
ロ
ン
排
出
原
単
位
等
の
原
単
位
の
改
善
効
果
を

踏
ま
え
て
、
本
計
画
の
実
施
に
よ
り
排
出
抑
制
が

図
ら
れ
る
水
準
と
し
て
定
め
た
も
の
で
あ
る
。�

��

県民・事業者・行政が一体となって�

～県民・事業者・行政が一体となって～�
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工業プロセス�

家庭�

産業�

運輸�

20％

1％

10％

11％

18％

13％ 8％

4％
6％

35％

3％

廃棄物�

業務�
その他�

エネルギー転換�

うち
間接排出分

うち
　間接排出分

うち間接排出分 うち間接排出分

合計

12億9200万t

我が国の部門別の二酸化炭素排出量（2005年度）�

※間接排出分とは、�
　電気事業者の発電に�
　伴う排出量等を指す。�


